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第１章 概要 

環境政策の概要 

 

(1) つくば市における環境政策の経緯 

 

図表 1-1 つくば市における環境政策の経緯 

年度 環 境 政 策 

1994 
（平成６年度） 

· 「つくば市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画（平成７年度～平成 21年   
 度）」を策定 

1998 
（平成10年度） 

· 「つくば市環境基本条例」を制定 

1999 
（平成11年度） 

· 「つくば市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画（平成７年度～平成 21 
 年度）」を改定（中期計画） 

· 「つくば市環境基本計画」を策定 

2003 
（平成15年度） 

· ISO14001を認証取得 

2004 
（平成16年度） 

· 「つくば市役所地球温暖化対策実行計画事務事業編」を策定 
· 「つくば市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画（平成７年度～平成 21 

年度）」を改定（後期計画） 
· 「つくば市役所グリーン購入推進方針」を策定 

2005 
（平成17年度） 

· 「つくば市分別収集計画（第４期）」を策定 

2006 
（平成18年度） 

· ISO14001を認証更新 

2007 
（平成19年度） 

· つくば３Ｅフォーラムが発足。2030 年までにつくば市における二酸
化炭素排出量 50％削減を目指す「つくば３Ｅ宣言 2007」を宣言 

· 「つくば市きれいなまちづくり条例」を制定 
· 「つくば市きれいなまちづくり行動計画（平成 20 年度～平成 22年 
 度）」を策定 

· 「つくば市分別収集計画（第５期）」を策定 
· 「つくば市一般廃棄物処理基本計画（生活排水処理編）（平成 19年 

度～平成 33年度）」を策定 
· 「リサイクルセンター基本計画」を策定 

2008 
（平成20年度） 

· 「つくば環境スタイル」を宣言 

2009 
（平成21年度） 

· 「つくば環境スタイル行動計画」を策定 
· 「つくば市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画（平成22年度～平成31 

年度）」を策定 
· ISO14001を認証更新 

2010 
（平成22年度） 

· 「第２次つくば市環境基本計画」を策定 
· 「つくば市きれいなまちづくり第２次行動計画（平成23年度～平成 

25年度）」を策定 
· 「つくば市分別収集計画（第６期）」を策定 

2011 

（平成23年度） 

· 「つくば市地球温暖化対策地方公共団体実行計画区域施策編」 
 を策定 
· 「つくば市きれいなまちづくり条例」を一部改正し、ポイ捨てや落  

書き行為に対する過料徴収を開始 
· 「つくば市路上喫煙による被害の防止に関する条例」を制定し、路 
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上喫煙禁止地区内での喫煙行為に対する過料徴収を開始 
· 「つくば市の放射線に関する基本的な対応方針」を策定 

2012 

（平成24年度） 

· 「つくば環境スタイルサポーターズ」を発足 
·  ISO14001を認証更新 
· 「つくば市除染実施計画（第一版）」を策定 
· 「つくば市除染実施計画（第二版）」を策定 
· 「つくば市循環型社会形成推進地域計画」を策定（第１次計画） 

2013 

（平成25年度） 

· 「つくば市分別収集計画（第７期）」を策定 
· 国から「環境モデル都市」に選定 
· 「つくば市環境都市の推進に関する協定」を市外21機関と締結 
· 「第２次つくば市役所地球温暖化対策実行計画事務事業編」を 

策定 
· 「つくば市リサイクルセンター施設整備基本計画」を策定 

2014 

（平成26年度） 

· つくば市環境モデル都市行動計画「つくば環境スタイル“SMILe”」 
を策定 

· 「つくば市きれいなまちづくり第３次行動計画」を策定 

2015 

（平成27年度） 

· 「つくば市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画平成27年度改定版」を 
策定 

· ISO14001を認証更新 

2016 

（平成28年度） 

· 「つくば市分別収集計画（第８期）」を策定 
· 「つくば市きれいなまちづくり第４次行動計画」を策定 
· 「つくば市筑波山及び宝篋山における再生可能エネルギー発電設備 

の設置を規制する条例」を制定 
· 「つくば市深夜営業における騒音の規制に関する条例」を制定 

2017 

（平成29年度） 
· 「つくば市低炭素（建物・街区）ガイドライン」を策定 

2018 

（平成30年度） 

· 「第３次つくば市役所地球温暖化対策実行計画事務事業編」を 
策定 

· ISO14001を認証更新 

2019 

（令和元年度） 

· 「つくば市分別収集計画（第９期）」を策定 
· 「つくば市循環型社会形成推進地域計画（第２次計画）」を策定 
· つくば市リサイクルセンターを供用開始 

2020 

（令和２年度） 

· 「第３次つくば市環境基本計画」を策定 
· 「つくば市一般廃棄物処理基本計画（令和２年度～令和11年度）」 

を策定（第３次計画） 
· 「第５次つくば市きれいなまちづくり行動計画」を策定 
· 「つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編」を策定（第３ 

次計画） 
· ISO14001の認証を返上 

2021 

（令和３年度） 
· つくば市ゼロカーボンシティ宣言 

2022 

（令和４年度） 

・「つくば市分別収集計画（第10期）」を策定 
・「つくば市災害廃棄物処理計画」を策定 
・サステナスクエア焼却施設における発電電力を活用した、41公共施
設への自己託送事業を開始 

2023 

（令和５年度） 

・「第３次つくば市役所地球温暖化対策実行計画事務事業編（改定
版）」を策定 

・国から脱炭素先行地域に選定 
・気候市民会議つくば 2023 を開催 
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(2) つくば市役所における環境保全・廃棄物部門の組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-2 環境保全・廃棄物部門の組織図（2023 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生活環境部 

環境保全課 
環境保全係 
環境管理係 
公害対策係 

環境衛生課 
計画管理係 
ごみ減量推進係 
不法投棄対策係 

施設運営係 

サステナスクエア南分所 

環境政策課 
計画管理係 
推進係 

サステナスクエア管理課 

つくばメモリアルホール 



4 

 

 (3) つくば市環境基本計画 

「第３次つくば市環境基本計画」は、「つくば市未来構想」を環境面

から具体化するものであり、つくば市の環境に関する計画の中で最も上

位の計画と位置づけられます。今後策定する個別の計画は、本計画との

整合を図るものとしています。 

また、国、県の環境基本計画及び関連計画とも整合を図り、効率的か

つ効果的、計画的に環境保全の推進を図るものです。 

2020年度から「第３次つくば市環境基本計画」を運用しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-3 第３次つくば市環境基本計画の位置づけ 

 

 【目指すべき将来像】 

 

豊かなつくばの恵みを未来につなぐ 持続可能都市 

～つくばの強みを活かして、多様な主体の協働で SDGsの達成に貢献する～ 

 

 

 将来像を実現するため、５個の「基本目標」、15個の「施策の柱」、そして「施策の柱」に紐

づく 53個の「施策」からなる施策体系を構築しました。 

  

つくば市の各種計画 

（国）第五次環境 
基本計画  

（県）第３次茨城県
環境基本計画 

第３次つくば市 

環境基本計画 

（個別計画） 
・つくば市地球温暖化対策実行計画 
・つくば市一般廃棄物処理基本計画 
・つくば市きれいなまちづくり行動計画 

など  

関連計画 
・つくば市景観計画 
・つくば市緑の基本計画 
・つくば市農業基本計画 
・つくば市教育プラン 

など  

つくば市未来構想 

第２期つくば市戦略プラン 

 

整合 

環境面から具体化 
整合 
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【将来像を実現するための施策体系】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

○建物の省エネ・再エネ導入の推進 
○低炭素でコンパクトなまちづくり 
○公共施設の低炭素化 

○低炭素な公共交通の充実 
○自転車利用の推進 
○自動車利用の低炭素化 

○大学・研究機関や事業者との連携強化 
○市民による省エネの促進 
○マルチベネフィットな低炭素化プロジェク

トの推進 

○気候変動と関連する災害による影響の低減 
○気候変動の中での健康の維持 
○気候変動から農業を守る 
○水資源に関する適応 

低炭素モデル 

都市を形成して 

気候変動に 

対処する 

1-2 まち・建物の低炭
素化 

1-3 低炭素な交通シス
テムの実現 

1-1 低炭素社会の実現
に向けた様々な主
体の取組の促進 

1-4 気候変動への適応 

○重要な生き物の生息・生育状況の把握 
○森林の維持・保全 
○水辺の生き物の生息・生育環境の保全 
○外来種対策の推進 
○生物多様性つくば戦略(仮称)の策定 

○筑波山や里山の景観の保全 
○山・川などの眺望の維持 
○里地景観の維持 

○都市公園・緑の管理 
○都市域の緑の確保 
○市民参加による緑化活動 
○開発に伴う緑地の減少を抑制 

○自然体験施設の活用・運営 
○里山や水辺の活用 
○筑波山地域ジオパークの活用 
○グリーンツーリズムの推進 

豊かな自然環境 

・生物多様性を 

未来へつなぐ 

2-1 生き物・生態系の
保全 

2-2 里地里山景観の 
保全 

2-3 都 市 の 緑 を 増 や
し、質を高める 

2-4 自然とふれあう 

○循環型社会形成に係る普及啓発 
○市民によるリデュース・リユース・リサイク

ルの促進 
○事業者によるごみ減量化の促進 
○資源の有効活用を推進 

○一般廃棄物の適正な処理 
○産業廃棄物の適正処理に関する普及啓発 
○クリーンセンターの安定稼働 

資源を賢く使う 

循環型社会に 

近づく 

3-1 ３R の推進 

3-2 廃棄物の適正処理 

○市民・事業者による美化活動 
○ごみの散乱防止 
○野焼き対策 
○騒音・振動の防止 

○良好な大気・水・土の確保 
○上下水道の維持・管理 
○農業における環境配慮 
○有害化学物質の適正な管理 

安心で快適な 

生活環境で 

暮らす 

4-1 清潔で静かな生活
環境の確保 

4-2 安全な生活環境の
確保 

○市民の環境リテラシーの向上 
○持続可能なライフスタイルの推進 
○環境情報の集約・発信 

○つくばスタイル科の推進 
○学校での地産地消の推進 
○学校外での環境教育の推進 

○環境ビジネスモデルの構築 
○環境に配慮した事業者の支援 
○地産地消の推進 

市民 

一人ひとりが 

環境を考え、 

行動する 

5-1 持続可能なライフ
スタイルの推進 

5-2 将来を担う子ども
たちへの環境教育 

5-3 環境と経済の 
好循環 

基本目標 施策の柱 施策 
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（4）水郷筑波国定公園 

本市は、「自然公園法」に基づく「国定公園」の一部を有しています。 

「国定公園」とは、国を代表する傑出した自然の風景地である「国立公園」に準ずる

もので、本市の筑波山、宝篋山や桜川市の足尾山、加波山からなる筑波山塊が、「水郷筑

波国定公園」に含まれています。 

水郷筑波国定公園は、1959 年に指定された「水郷地区（20,880ha）」と 1969 年に指定

された「筑波地区（10,921ha）」があり、筑波地区には本市の他に、土浦市、桜川市、石

岡市、かすみがうら市が含まれます。 

筑波地区の大部分は第３種特別地域ですが、筑波山山頂付近は特別保護地区、第１種

特別地域及び第２種特別地域に指定されています。これら全ての地域では、工作物の新

築・改築・増築、木竹の伐採、鉱物の採掘、土石の採取等の行為を行うには原則として

知事の許可等が必要です。許可等なくこれらの行為を行った者に対しては、罰則が設け

られています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-4 国定公園位置図 
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第２章 つくば市環境基本計画の取組 

基本目標１ 低炭素モデル都市を形成して気候変動に対処する 

(1) 概況 

低炭素社会づくりへの機運の高まりから、市では、市域の温室効果ガス排出量を 2050年

度に 2013 年度比で 80％削減することを目標に掲げた「つくば市地球温暖化対策実行計画

区域施策編」を 2020年に策定し、様々な施策に取り組んでいます。 

2050 年までに二酸化炭素排出量を実質ゼロとする「つくば市ゼロカーボンシティ宣言」

（2022年２月）、2030年に脱炭素を達成する先進的なモデル地域である「脱炭素先行地域」

に選定（2023年 11月）、無作為抽出で選ばれた市民が話し合い気候変動対策をまとめて提

言する「気候市民会議」（2023年９～12月）等の先進的な取組を行うほか、市と市民、地

域、事業者等が協力して脱炭素社会の実現を目指していくために、省エネ改修や再エネ導

入等の取組を行っています。 

 

（2）全体の総括            

再エネ機器の購入、低炭素住宅及び低炭素自動車の購入に対する補助事業については、

目標値を下回る結果となりました。一方、モニタリングデータの収集フォーマットの作成、

宅配ボックスの設置に対する補助事業については、目標を概ね達成しました。なお、計画

の評価指標である温室効果ガス排出量は 2013 年度と比べて 200 千 t-CO₂減少し、低炭素

住宅の新規入居戸数は 2022年度より減少した 93戸でした。 

 
◎計画の成果を測る評価指標 

※つくば市低炭素（建物・街区）ガイドラインで認定する戸建住宅でエネルギー消費量や断熱性能に優れた住宅 

 

施策の柱 1-1 低炭素社会の実現に向けた様々な主体の取組の促進 

事業概要・計画 評価指標 達成状況（目標値） 担当課 

家庭や事業所のエネルギ

ー使用実態をモニタリン

グに先立つ、フィードバ

ックと活用に有用な取得

データ内容、検証方法の

検討。 

【重点施策】市域の地球

温暖化対策を誘導するた

めの組織を越えた関係者

による事業の検討。 

モニタリングデー

タのフォーマット

作成 

データの検証、必要な情報

を整理したフォーマット完

成（モニタリングデータの

フォーマット完成） 

 

環境政策課 

宅配ボックス設置

事業補助金件数 

16棟（50棟） 環境政策課 

カーシェアリング 

の次年度以降の事

業の方向性の検討 

市役所ステーションの継続

決定。（方向性決定） 

評価指標 計画策定時 現状値 目標(2030 年度) 

温室効果ガス排出量 2,053千 t-CO₂ 

（2013年度） 

1,853千 t-CO₂ 

(2020年度) 

1,519千 t-CO₂ 

（2013 年度比 26％減） 

低炭素住宅※の新規入

居戸数 

27戸 

（2018年度） 

457戸 

(2023年度) 

605戸 

（累計） 
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施策の柱 1-2 まち・建物の低炭素化 

事業概要・計画 評価指標 達成状況（目標値） 担当課 

再エネ機器・低炭素住

宅に対する費用補助。 

燃料電池及び蓄電

池の補助件数 

311件/年（410件/年） 

 

環境政策課 

補助を行った燃料

電池及び蓄電池の

CO₂削減量 

▲207t-CO2（▲310t-CO2） 

「つくば市低炭素（建

物・街区）ガイドライ

ン」の効果的な見直

し、運用及び基準を満

たす低炭素住宅（戸

建、集合住宅、非住

宅）の認定。 

低炭素建物の認定

戸数 

戸建 93戸/年（220戸/年） 環境政策課 

コンパクトなまちづく

りを推進するため「立

地適正化計画」に基づ

く市の取組や施策を情

報提供し、届出制度に

より住宅開発等の動向

を把握。 

- 立地適正化計画に係る市の

取組や施策を情報提供。 

住宅開発等の届出を 37件

受付し、立地動向を事前に

把握。（-） 

都市計画課 

公共施設におけるエネ

ルギーの有効利用、設

備の省エネ化及び低炭

素な電力契約の導入。 

つくば市役所にお

ける CO₂排出量 

50,159t-CO₂ 

（47,791t-CO₂） 

環境政策課 

 
施策の柱 1-3 低炭素な交通システムの実現 

事業概要・計画 評価指標 達成状況（目標値） 担当課 

コミュニティバス「つ

くバス」の運行及びそ

れを補完するデマンド

型交通「つくタク」と

筑波地区支線型バス

「つくばね号」の利用

促進。 

つくバス利用者数 

 

1,132,827人 

（1,041,200人） 

総合交通政

策課 

つくタク利用者数 48,552人 

（55,600人） 

つくばね号利用者

数 

6,138人 

（5,760人） 

「つくば市自転車安全

利用促進計画」に基づ

く自転車の安全教育、

走行環境整備。 

市民意識調査の設

問「日常利用する

交通手段」に自転

車と回答した市民

の割合 

25.4％（25％） サイクルコ

ミュニティ

推進室 

自転車等駐車場の整

備、維持管理。放置自

転車対策。 

自転車駐車場維持

管理 

駅前放置自転車の撤去及び

指導を実施。放置自転車撤

去台数 718台、警告指導件

公園・施設課 
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数 2,498件、口頭指導件数

716件（-） 

市民へのエコドライブ

の啓発及び低炭素自動

車購入補助。 

低炭素自動車への

乗換えに対する補

助の交付件数 

０件/年（３件/年） 環境政策課 

 

施策の柱 1-4 気候変動と関連する災害による影響の低減 

事業概要・計画 評価指標 達成状況（目標値） 担当課 

広報紙、防災出前講

座、防災イベント等を

通じて、災害への備え

を周知。 

- 防災出前講座開催（防災イ

ベントを含む。） 32 回 

広報つくばに災害情報等の

掲載 ６回 

危機管理課 

熱中症警戒アラートの

周知、熱中症の予防・

対処法の啓発等の実

施。 

熱中症予防のため

の情報を市 HP及び

広報つくばで普及

啓発。 

HP や広報つくばで注意喚

起。 

熱中症予防講話実施 107 回

（-） 

健康増進課 

農業における気候変動

の影響を軽減する技術

や方策等の情報収集、

発信。 

市 HPでの周知。 １件（１件） 農業政策課 

 
 

(3) 建物の省エネ・再エネ導入の推進 

①クリーンエネルギー機器等導入補助 

再生可能エネルギーの導入及び地産地消の推進、エネルギー利用の効率化等を目的に、

個人住宅へのクリーンエネルギー機器設置に対し補助を行っています。 

以下に、補助を行っているもののうち、太陽光発電に関するものを示します。 

2003～2011年度 ：太陽光発電システム 

2012年度    ：太陽光発電システム、太陽光発電システム＋蓄電池 

2013～2015年度 ：太陽光発電システム、太陽光発電システム＋蓄電池、 

パッケージ（太陽光発電システム＋蓄電池＋燃料電池＋HEMS） 

2016～2018年度 ：太陽光発電システム＋蓄電池、パッケージ（太陽光発電システム＋ 

蓄電池＋燃料電池＋HEMS） 

2019～2022年度 ：蓄電池（太陽光発電と連系するもの） 

2023年度    ：蓄電池（太陽光発電と連系するもの） 

            V2Hシステム（太陽光発電と連系するもの） 
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②低炭素住宅への補助件数 

低炭素住宅の補助事業は市内建築物の低炭素化を目的に 2018年度から行っています。 

図表 2-1-1 低炭素住宅への補助件数実績 

項目 
年度 

補助件数 
補助金 
実績額 

（万円） 

温室効果ガス 
削減量※1 

（ｔ-CO₂） 

2018 27 1,215 84.5 

2019 40 1,780 125.2 

2020 83 2,470 259.8 

2021 111 2,180 347.4 

2022 111 2,220 347.4 

2023 93 930 291.0 

合計 465 10,795 1,455.3 

※1 平成 25 年(2013 年)度のつくば市の世帯当たりの排出量をもとに、通常の住宅を購入した場
合と比較して、排出量がゼロになるものとして一戸当たりの削減量を 3.13t-CO₂と設定。 

 

 

(4) 公共施設の低炭素化 

①第３次つくば市役所地球温暖化対策実行計画事務事業編の取組 

つくば市役所では、「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき、2023 年度に「第

３次つくば市役所地球温暖化対策実行計画事務事業編（改定版）」を策定し、市の全ての事

務・事業から排出される温室効果ガス削減の取組を実施しています。 

2023 年度の温室効果ガス排出量実績は図表 2-1-2 のとおりです。2023 年度の温室効果

ガス総排出量実績は、基準年度である 2013 年度の 51,566t-CO2 から約 1,400t-CO2 減少

し、50,159t-CO2でした。その他ガス部門を除いた運輸部門、業務その他部門、HFC等４ガ

ス部門における排出量は、18,575t-CO2で 2013年比 89.9％でした。 

 

図表 2-1-2 つくば市役所地球温暖化対策実行計画事務事業編 

温室効果ガス排出量実績 
項目 2013年実績 

（基準年度） 
2023 年 
実績値 

2013年比
（％） 

温室効果ガス排出量（t-CO₂） 51,566 50,159 97.3 

部
門
別 

運輸部門 739 655 88.6 

業務その他部門 19,916 17,914 89.9 

その他ガス 30,905 31,584 102.2 

HFC等４ガス（フロン類） 7 6 86.1 
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2023年度のエネルギー使用量・購入量実績は図表 2-1-3のとおりです。都市ガス使用量

は、公共施設の設備改修において、Ａ重油や灯油を燃料とする設備から都市ガスを燃料と

する高効率設備への転換が図られたことにより、増加しています。また、電気使用量は人

口増加に伴う公共施設の新設や空調設備導入等により増加していますが、環境配慮契約で

温室効果ガス排出量が少ない電力を購入することやつくばサステナスクエアのごみ焼却

施設で発電した電力の一部の公共施設への自己託送等により、CO₂排出量の抑制に努めて

います。 

 

図表 2-1-3 つくば市役所地球温暖化対策実行計画事務事業編 

エネルギー使用量・購入量実績 

項目 
2013年実績 
（基準年度） 

2023 年 
実績値 

2013年比
（％） 

電力購入量（kWh） 33,307,086 36,298,501 112.9 

ガソリン購入量（L） 216,745 200,874 90.0 

軽油購入量（L） 89,696 73,184 73.8 

Ａ重油購入量（L） 162,800 56,540 38.9 

灯油購入量（L） 520,477 317,368 61.4 

都市ガス使用量（ｍ³) 572,328 1,233,662 214.9 

プロパンガス使用量（kg） 46,957 34,915 78.6 

熱使用量（MJ) 6,895,973 6,704,624 96.7 
 
 
②事務事業編の重点取組 

つくば市役所が目指す削減目標の達成に向け、目標達成に向けた取組のうち、温室効

果ガスの削減に大きく寄与すると考えられる「照明のＬＥＤ化」、「公用車の低炭素化」、

「公共施設への太陽光発電設備の導入」の３項目を重点取組として、進捗状況の点検・

評価を行っています。 

 

図表 2-1-4 つくば市役所地球温暖化対策実行計画事務事業編 

重点取組の進捗状況 

重点取組 進捗管理 2023 

照明のＬＥＤ

化 

100%LED 公共

施設数 
48 

(CO2 削減量) (90t) 

公用車の低炭

素化 

公用車低炭素

車数 
2 

公共施設への

太陽光発電設

備の導入 

太陽光発電設

備設置公共施

設数(導入量) 

6 

(594 ㎾) 
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③つくば市グリーン購入推進方針 

つくば市役所では、購入の必要性を十分に考慮し、品質や価格以外にも、環境負荷が

できるだけ小さい製品やサービスを事業者から優先して購入するグリーン購入を推進し

ています。グリーン購入の範囲は、つくば市役所が調達する全ての物品及び役務を対象

としており、そのうち重点的にグリーン購入を推進するものを「特定調達品目」と定

め、調達の手引きや環境に配慮した製品の判断基準を設定しています。 

なお、「品目」は環境省が制定した「国等による環境物品等の調達の推進に関する法律

（グリーン購入法）」の品目より選択し、調達の手引きは、国の基準に準じています。 

 

図表 2-1-5 グリーン購入の実績 

 

 

 

(5) 市域の低炭素化 

  ①つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編の取組 

つくば市では、市域全体を対象として、「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づ

き、2020年度に「つくば市地球温暖化対策実行計画区域施策編」を策定しました。温室効

果ガスを 2030 年度に 2013 年度比で 26％削減という中期目標を掲げ、20 の施策に取り組

んでいます。2020 年度までの実績は図表 2-1-6 のとおりです。2020 年度において、2013

年度（基準年度）と比較すると、部門別では、産業部門及びその他の分野において増加し

ていますが、全体として 200,019t-CO₂減少しています。 

 

図表 2-1-6 温室効果ガス排出量の推計結果（2013年度～2020年度） 

部門・分野等 

2013 
(基準年度) 

2017 2018 2019 2020 

排出量 
(t-CO₂) 

排出量 
(t-CO₂) 

排出量 
(t-CO₂) 

排出量 
(t-CO2) 

排出量 
(t-CO2) 

2013 年比 

（％） 

エネルギー起源 CO₂ 1,996,851 1,884,869 1,825,265 1,811,078 1,793,275 89.8 

 産業部門 385,367 422,863 418,230 412,803 389,432 101.1 

業務部門 789,967 597,928 628,264 624,114 602,528 76.3 

家庭部門 281,228 267,839 261,664 254,417 278,333 99.0 

運輸部門 535,917 593,219 514,197 517,083 520,387 97.1 

エネルギー転換部

門 
4,372 3,020 2,910 2,661 2,595 59.4 

その他の分野※1 56,149 65,059 72,234 63,258 59,706 106.3 

合計 2,053,000 1,949,928 1,897,499 1,874,336 1,852,981 90.3 

※１ 廃棄物分野、燃料の燃焼分野、農業分野、代替フロン等４ガス分野（HFCs のみ対象）を示す。 

  

年度 目標値 実績値 調達率 95%以上の品目の割合 

2019 100％ 92.8％ 64.9％ 

2020 100％ 99.9％ 70.2％ 

2021 100％ 99.9％ 69.5％ 

2022 100％ 96.2％ 55.8％ 

2023 100％ 97.4％ 61.5％ 
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基本目標２ 豊かな自然環境・生物多様性を未来へつなぐ 

(1) 概況 

つくばエクスプレス沿線をはじめ、開発に際しては貴重な植物の移植や森林の保存など

が考慮されますが、それでも生態系への影響は少なくありません。 

このようなことから、森林保全を図る様々な取組を展開するとともに、森林を身近に感

じ、自然の大切さを学んでもらうため、森林の資源を活用したレクリエーションや自然観

察会などを実施しています。 

市内の農家数は減少傾向にあり、遊休農地の有効活用を目的とした「グリーンバンク事

業」、小規模な農地であれば誰でも借りることができる「市民ファーマー制度」を運用して

います。また、農地の価値保存、整備等に関する取組も行っています。 

 
(2) 全体の総括            

市民協働型の事業やイベント、法律や条例に基づいた事業は概ね目標どおり達成でき

ました。 

 

◎計画の成果を測る評価指標 

 

施策の柱 2-1 生き物・生態系の保全 

事業概要・計画 評価指標 達成状況（目標値） 担当課 

森林所有者との協定に

基づく荒廃した山林の

整備。 

森林保全協定を締結

した森林面積 

8.4653ha (10ha) 鳥獣対策・森林保全

室 

外来種生息情報の収

集、整理及び周知。 

市 HPの外来種情報

の充実 

特定外来生物の発見

情報とその対策及び

防除方法の掲載（-） 

環境保全課 

生物多様性つくば戦略

の策定懇話会の運営。

生物多様性に関する市

民アンケートの実施及

び取組・事業の把握。 

円滑な生物多様性つ

くば戦略策定懇話会

の運営 

生物多様性つくば戦

略策定懇話会を３回

開催(-) 

環境保全課 

 

  

評価指標 計画策定時 現状値 目標(2030 年度) 

つくば市の緑地面積 

（山林原面積＋農地面

積＋都市公園面積） 

16,200ha（2018年） 15,804ha(2023年) 現状維持 

生物多様性つくば戦略 － 策定懇話会運営 策定(2025年度) 

取組の推進 
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施策の柱 2-2 里地里山景観の保全 

事業概要・計画 評価指標 達成状況（目標値） 担当課 

「つくば市屋外広告物

条例」の適正運用。簡

易除却対象広告物のパ

トロールと除却活動。

景観形成基準（形態意

匠、緑化等）との適合

審査。 

簡易除却対象広告物

確認のパトロール実

施回数 

45回(32回以上) 都市計画課 

グリーンバンク事業及

び市民ファーマー制度

に係る農地仲介・あっ

せんによる農地有効利

用の促進。第３次つく

ば市鳥獣被害防止計画

に基づく有害鳥獣の捕

獲。 

グリーンバンク事業

貸借契約の成立面積 

4.6ha(6.0ha) 農業政策課 

鳥獣による農作物被

害金額 

イノシシ、カラス及

びアライグマの捕獲

数 

5,275千円（7,194千

円） 

イノシシ：292頭(370

頭) 

カラス：345羽(350

羽) 

アライグマ：371頭

（300頭） 

鳥獣対策・森林保

全室 

 
 

施策の柱 2-3 都市の緑を増やし、質を高める 

事業概要・計画 評価指標 達成状況（目標値） 担当課 

都市公園・都市緑地・

その他の公園の計画的

な植栽維持管理。 

公園植栽の維持管理 359か所の公園・緑地

の維持管理を実施。

(360公園) 

公園・施設課 

新規立地企業に対し

て、工場立地法に基づ

き緑地の整備を指導。 

新規立地企業の敷地

内緑地率 

20％以上達成(敷地内

緑地率 20％以上) 

産業振興課 

ＴＸ沿線開発地区の区

画整理事業の進捗に合

わせた公園・緑地等の

整備。 

新規公園面積 1.5ha（1.5ha） 公園・施設課 

学校施設の芝生、緑地

等の維持管理。新増築

等計画時の植栽計画検

討。 

適切な植栽配置の検

討及び維持管理 

樹木剪定・害虫駆除

及び防虫処理・芝管

理業務の委託。(-) 

教育施設課 

市民が公園の「里親」

となって、公園の世話

（清掃・除草・花壇の

手入れなど）をする

アダプト・ア・パー

ク参加団体数 

51団体(42団体) 公園・施設課 
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「アダプト・ア・パー

ク事業」の実施。 

市民協働による花壇等

の維持管理。地域で活

動する団体への花苗配

布。 

花苗配布団体数 164団体(150団体) 市民協働課 

地区計画で緑化率等の

制限を定め、きめ細や

かな土地利用の誘導を

図る。 

地区計画決定に向け

た打合せ 

吾妻第五地区地区計

画を決定。(-) 

都市計画課 

 

施策の柱 2-4 自然とふれあう 

事業概要・計画 評価指標 達成状況（目標値） 担当課 

宿泊型体験施設を活用

した収穫体験などの体

験型余暇活動の実施。 

体験事業実施回数及

び参加者数 

筑波ふれあいの里 89

名（80名） 

豊里ゆかりの森 53回

1,044名（55回、700

名） 

観光推進課 

（筑波ふれあいの

里、豊里ゆかりの

森） 

森林ボランティアとの

協働による森林保全管

理、高崎自然の森の自

然環境を活用した自然

環境教育や森林体験、

収穫体験イベントの実

施。 

体験イベント参加者

数 

486名 (500名) 鳥獣対策・森林保

全室 

市民及び環境スタイル

サポーターズ会員向け

自然環境教育事業の実

施。 

自然環境教育事業の

参加者数 

66名(100名) 環境政策課 

ジオガイドや研究者等

による出前授業や学生

を対象とした支援プロ

グラムの実施。ジオツ

アーの開催。 

教職員のための郷土

学習指導者講座を実

施、定番ジオツアー

の開発 

教職員向け講座６

回、ジオツアー７回

（-） 

ジオパーク室 

栽培作業に関わりなが

ら生産物が提供される

農産物オーナー制度や

農業体験イベント、農

作業のボランティアを

行う農業サポーター制

度等の実施。 

農産物オーナー制・

農業体験イベントの

参加者数 

499人(600人) 

 

農業政策課 
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(3) 森林の維持・保全 

①森林面積 

本市の森林面積は、2022年で 3,981haです。市全体の面積のうち、森林が占める割合は

約 14.0％となっています。このうち、市が独自に管理する森林は、筑波山市有林約 40ha、

高崎自然の森約 17haの森林となります。 
 

図表 2-2-1 森林面積の推移 
各年４月１日現在 

年 
区域面積 

(ha) 
森林面積 
(ha) 

うち国有林 
(ha) 

うち民有林 
(ha) 

林野率 
(%) 

1987 25,771 3,879.00 728.00 3,151.00 15.05 

1997 25,953 3,894.39 723.56 3,170.83 15.01 

2002 28,407 4,169.55 723.71 3,445.84 14.68 

2007 28,407 4,063.00 654.08 3,408.92 14.30 

2012 28,407 3,991.43 654.08 3,337.35 14.10 

2017 28,372 4,267.02 667.27 3,599.75 15.04 

2022 28,372 3,981.38 669.93 3,311.45 14.03 

※このデータは、茨城県霞ヶ浦地域森林計画（５年毎の 10 年計画）によるものです。 

 

②水郷筑波国定公園の植物 

筑波山周辺の自然植生は、筑波山境内地及び山頂付近の急傾斜と、河川の氾濫原に見ら

れるのみとなっています。山地・丘陵地の大半では、南向き斜面にアカマツ植林、ヤマツ

ツジ群集及び伐採後自然に生育したクヌギ・コナラ群落が、北向き斜面には、上部にスギ・

ヒノキ植林、下部には南斜面と同様な樹林が広がっています。筑波山はブナ林の分布域の

南限にあたり、山地が平地の中に半島状に突き出しているため、狭い範囲で交配を繰り返

し、独自に進化したと見られる固有種も多くなっています。この植生の特色を反映して、

分布の南限や北限である植物が数多く生息しています。標高は僅か 877ｍでありますが、

平野部から急に立ち上がっているため、高さによる気温の差が激しく、標高 100ｍにつき

0.5℃の気温の差があり、山麓から山頂にかけ明確な植物の垂直分布が見られます。 

 

図表 2-2-2 筑波山における植物の垂直分布一覧表 

海抜
（ｍ） 

地点 主な植物の種類 

877 頂上 ブナ、イヌブナ、ムシカリ、リョウブ、ニッコウナツグミ、トウ
ゴクミツバツツジ、ニシキウツギ、バイカウツギ、イロハカエ
デ、ウリハダカエデ、キブシ 800 御幸ヶ原 

700 
ケーブルカー
トンネル 

モミ、イヌシデ、クマシデ、ミズキ、ネジキ、ヌルデ、シキミ、
ミヤマシキミ、アキグミ、ツクバネソウ、ナルコユリ、ヒトリシ
ズカ、フタリシズカ、ニリンソウ 600 

500 つつじヶ丘 スギ、ヒノキ、カヤ、イヌマキ、アカガシ、ツクバネガシ、ウラ
ジロガシ、タブノキ、スダジイ、ムクノキ、エノキ、コナラ、ヤ
マナラシ、リンボク、ネムノキ、イヌツゲ 400 風返峠 

300 白滝神社 アカマツ、クスノキ、タブノキ、カゴノキ、エゴノキ、クヌギ、
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11,251 

11,195 
11,166 

11,094 11,090 

11,058 
11,025 

10,996 

10,825 
10,798 

10,500

10,600

10,700

10,800

10,900

11,000

11,100

11,200

11,300

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年

ha

200 筑波地区 
カシワ、フクレミカン、ツルグミ、イタビカズラ、ヤマザクラ、
サルトリイバラ、ツクバカゴメヅル 

 

 

  (4) 生物多様性つくば戦略の策定 

将来にわたって自然の恵みを享受し、市の生物多様性を保全していくため、生物多様性

に関する施策を戦略的かつ計画的に進めていく方針を示す生物多様性地域戦略の策定を

進めています。令和５年度は、広く意見を聴くため、学識経験者、市民委員で構成される

策定懇話会を３回開催しました。 

 

 

(5) 里地景観の維持 

①農地面積の推移 

本市の農地面積は減少傾向にあります。2014 年時点で農地面積が 11,251ha であったも

のが、2023年には 10,798ha となり、約 453ha 減少しています。里地里山の景観を今後も

維持していくためには、新規就農者への支援や、地産地消の促進等によって農業を活性化

することが重要です。 

 

図表 2-2-3 農地面積の推移 
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基本目標３ 資源を賢く使う循環型社会に近づく 

(1) 概況 

生活系ごみは市内 7,169 か所（令和６年３月 31 日時点）の集積所からサステナスクエ

アへ搬入され、焼却、破砕、有価物回収などの中間処理が行われます。その後、残った焼

却灰等を市外の民間最終処分場で処分します。この最終処分場の使用期間を長くすること

を目的に、焼却灰を路盤材等にリサイクルする事業に取り組んでいます。 

また、近年、人口増加によりごみの排出量も増加傾向にあり、ごみの排出量抑制・減量

化を一層進めて行くために、つくばサステナスクエアを拠点として、資源循環を推進し、

持続可能なまちづくりを進めています。 

※つくばサステナスクエアとは、つくば市クリーンセンター（ごみ焼却施設）、つくば市リ

サイクルセンター、資源化施設、し尿処理施設の４つのごみ処理施設の名称です。 

 

(2) 全体の総括 

半数以上の施策について、概ね目標どおり達成しました。そのなかでも、3Rに関する

サポーターズメール等での情報発信回数や家庭用廃食用油回収量については、目標を超

える結果となりました。 

 

◎計画の成果を測る評価指標 

 

施策の柱 3-1 ３Ｒの推進 

事業概要・計画 評価指標 達成状況 （目標

値） 
担当課 

資源物集団回収及び生

ごみ処理器等購入の推

進。子ども向けの３Ｒ

の促進・啓発。 

資源物回収団体数 105団体（117団体） 環境衛生課 

牛乳パック回収量 1,160kg（2,500kg） 

３Ｒニュース発行回数 ５回（４回） 

3R 意識向上、行動促進

につながる情報の発

信。 

市 HP 及びサポーターズメ

ールの掲載回数 

 

サポーターズメール

での情報発信６回

（３回） 

環境政策課 

事業系ごみの業種別排

出状況の把握。多量排

出事業者への一般廃棄

一般廃棄物減量化等計画

書提出件数 

137件（100件） 環境衛生課 

評価指標 計画策定時 現状値 目標(2029 年度) 

市民一人当たりの生活

系ごみ排出量 

695g/人・日（2018年度） 614g/人・日 

（2023年度） 

648g/人・日 

市民一人当たりの事業

系ごみ排出量 

427g/人・日(2018年度) 404g/人・日 

（2023年度） 

393g/人・日 

リサイクル率 20.0％(2018年度) 26.6％ 

（2023年度） 

25.0％ 
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物減量化等計画書提出

の要請。飲食店等の食

品ロス削減の推進。 

いばらき食べきり協力店

への新規登録数 

４件（45件） 

回収した家庭用廃食用

油による BDF の精製、

公用車（サステナスク

エア内の作業車両等）

での活用。 

家庭用廃食用油回収量 11,360Ｌ（10,000Ｌ） 環境衛生課 

 

施策の柱 3-2 廃棄物の適正処理 

事業概要・計画 評価指標 達成状況（目標値） 担当課 

廃棄物処理の適正管

理。サステナスクエア

の維持管理。 

－ 最終処分追跡調査に

より焼却灰適正処分

を確認。（-） 

サステナスクエ

ア管理課 

資源化施設の整備。粗

大ごみの戸別収集実

施。家庭ごみの出し方

カレンダー配布及びご

み分別アプリの周知。 

粗大ごみ収集予約件数 13,779件（12,000 件） 環境衛生課 

ごみ分別アプリのダウン

ロード数（年間） 

7,923件（8,500件） 

県による市内産業廃棄

物処理施設の立入調

査。不適正管理案件の

調査・指導協力。排出事

業者に対する産業廃棄

物と一般廃棄物の分別

を促すポスター等配布

及び訪問による啓発。 

排出事業者への訪問啓発

件数 

11件（30件） 環境衛生課 

啓発パンフレット配布数 事業系廃棄物適正処

理パンフレット 2,890

部（3,000部） 

 

 

(3) 一般廃棄物の適正な処理 

①廃棄物の定義 

廃棄物とは、占有者が自ら利用し、又は他人に有償で譲渡することができないために不

要になったものをいい、産業廃棄物と一般廃棄物に区分されます。産業廃棄物とは、事業

活動によって生じた廃棄物のうち「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」で規定された 20

種類の廃棄物のことを言います。一般廃棄物は、産業廃棄物以外の廃棄物のことを指しま

す。更に、産業廃棄物と一般廃棄物のうち、爆発性、毒性、感染性、その他人の健康又は

生活環境に係る被害を生ずるおそれのある性状を有するものを、それぞれ特別管理産業廃

棄物、特別管理一般廃棄物としています。 
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②ごみ排出量等の推移 

(ｱ) ごみ排出量の推移 

生活系ごみ排出量は、つくばエクスプレス沿線開発により人口が増加しているにも

関わらず、減少傾向にあります。事業系ごみ排出量は増加傾向にありますが、資源ごみ

を除いた事業系ごみ排出量は横ばいの傾向です。 

図表 2-3-1 ごみ排出量等の推移 

 （単位：t） 

年度 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 

◇燃やせるごみ 70,416 70,440 71,429 71,253 71,312 72,029 72,305 70,385 69,699 68,851 67,626 

(生活系) 45,467 45,993 46,058 46,909 47,476 48,795 48,337 47,828 46,968 46,361 45,506 

(事業系) 24,949 24,447 25,371 24,344 23,836 23,234 23,968 22,557 22,731 22,490 22,120 

◇燃やせないごみ 3,017 2,889 2,917 2,748 2,798 2,968 2,816 2,966 2,673 2,532 2,449 

(生活系) 2,463 2,354 2,385 2,274 2,232 2,372 2,261 2,426 2,101 1,942 1,882 

(事業系) 554 535 532 474 566 596 555 540 572 590 567 

◇粗大ごみ 2,164 2,099 2,150 1,912 1,854 1,837 2,213 2,142 2,181 1,954 2,004 

(生活系) 1,802 1,738 1,777 1,700 1,693 1,688 2,064 2,022 2,044 1,847 1,914 

(事業系) 362 361 373 212 161 149 149 120 137 107 90 

◇資源ごみ 13,455 13,488 16,380 15,405 15,276 17,341 17,744 18,434 20,340 20,694 21,960 

(生活系) 5,189 5,123 5,112 5,115 5,006 5,012 5,700 6,483 7,052 7,249 7,146 

(事業系) 8,266 8,365 11,268 10,290 10,270 12,329 12,044 11,951 13,288 13,445 14,814 

◇有害ごみ 39 47 46 44 44 48 48 54 52 52 50 

◇集団回収 1,395 1,328 1,345 1,374 1,270 1,185 1,129 722 750 701 680 

合計 90,486 90,291 94,267 92,736 92,544 95,408 96,255 94,703 95,695 94,784 94,769 

 

 

図表 2-3-2 市民一人当たりのごみ排出量の推移 

年度 生活系ごみ（g/人・日） 事業系ごみ（g/人・日） 

2019 687 424 

2020 679 401 

2021 658 410 

2022 634 400 

2023 614 404 
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(ｲ) 資源ごみと集団回収 

本市では、古紙や古布など資源となるものは、従来から行われている地域の集団回

収を活用し、確実に正規のリサイクルルートに乗るように住民への啓発を行っていま

す。 

図表 2-3-3 資源ごみの排出量と集団回収量の推移 

（単位：t/年） 

年度 かん びん ペットボトル 古紙・古布 
プラスチック製 

容器包装 
その他 集団回収 合計 

2013 904 1,685 813 10,008 ― 45 1,395 14,850 

2014 953 1,685 817 9,782 ― 57 1,328 14,622 

2015 965 1,714 813 12,812 ― 74 1,345 17,723 

2016 923 1,652 676 12,070 ― 84 1,374 16,779 

2017 891 1,659 671 11,981 ― 74 1,270 16,546 

2018 846 1,543 846 13,962 ― 79 1,185 18,461 

2019 876 1,918 767 13,536 525 122 1,129 18,873 

2020 868 1,633 731 14,515 649 38 722 19,156 

2021 860 1,582 797 16,179 751 171 750 21,090 

2022 816 1,596 846 16,341 910 175 701 21,385 

2023 784 1,536 935 17,582 1,017 156 680 22,690 

※2019 年度から、プラスチック容器包装の収集が開始されました。 

※2021 年度から「資源物（混在）」として排出されたごみを「その他」として集計しました。 

 

 

(ｳ) リサイクル率 

発生したごみ排出量に対する、資源化された量の割合をリサイクル率と呼び、全国的

なリサイクルの比較指標とされています。リサイクル率の向上は、焼却処理や埋立て量

の削減につながります。  
図表 2-3-4 つくば市、茨城県、全国のリサイクル率の推移 

年度 
つくば市 
（%） 

県平均 
（%） 

全国 
（%） 

2013 16.0 22.0 20.6 

2014 15.9 22.8 20.6 

2015 18.5 22.8 20.4 

2016 17.6 22.3 20.3 

2017 17.8 22.8 20.2 

2018 20.0 21.3 19.9 

2019 21.0 20.8 19.6 

2020 21.7 20.7 20.0 

2021 23.0 20.7 19.9 

2022 25.2 21.0 19.6 

2023 26.6 - - 

※2023 年度の全国及び県平均リサイクル率は環境省から 2025 年４月頃に発表されます。 
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③し尿処理 

市内の一般家庭及び事業所から排出される生し尿や浄化槽汚泥は、「つくば市一般廃棄

物処理基本計画」に基づき、市の許可業者が収集運搬し、２か所のし尿処理施設で処理し

ています。処理量の推移としては、生し尿は 2017 年度以降増減を繰り返しながら推移し

ており、浄化槽汚泥は減少傾向にあります。 

 

図表 2-3-5 生し尿・浄化槽汚泥処理量の推移 

（単位：kL） 

 
 

  

年度 生し尿 浄化槽汚泥 合計 

2013 3,142 18,677 21,819 

2014 3,473 17,830 21,303 

2015 3,155 18,281 21,436 

2016 2,152 18,673 20,825 

2017 1,684 18,970 20,654 

2018 1,592 18,493 20,085 

2019 1,678 18,857 20,535 

2020 1,488 18,799 20,287 

2021 1,485 17,843 19,328 

2022 1,614 17,269 18,883 

2023 1,603 17,015 18,618 
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基本目標４ 安心で快適な生活環境で暮らす 

(1) 概況 

近年、急速な都市化、生活様式の多様化などにより「音」「臭い」の苦情が多くなってい

ます。本市では、騒音・振動対策として事業所、建設作業場に対する規制、指導、監視や

自動車騒音の常時監視を行っています。 

大気は、光化学スモッグ・微粒子状物質（PM2.5）について、緊急時の連絡体制を敷き、

健康被害防止に努めています。 

水質は、河川、地下水、河川へ接続する調整池の常時監視や、事業場等への立入検査・

指導等による有害物質等の排出規制を実施しています。 

放射線対策は、市民の安心確保のため、引き続き定期的な測定等に取り組んでいます。 

環境美化の観点では、路上喫煙、ポイ捨て、落書き対策として、巡回パトロールや啓発

活動を実施し、指定地区内での違反には罰則を科し、また、きれいなまちづくり実行委員

会などによる清掃活動を行っています。 

 

(2) 全体の総括 

８割以上の施策で目標を達成しました。特に、環境美化ボランティア人数や、農業用廃

プラスチックや葉刈り芝の回収量といった指標で目標を超えて達成しました。一方、「一

部未達」の事業も約２割で見られました。 

 

◎計画の成果を測る評価指標 

※１：アンケート調査(５年に１度程度実施)の「不満」「やや不満」の合計値 

 

施策の柱 4-1 清潔で静かな生活環境の確保  

事業概要・計画 評価指標 達成状況（目標値） 担当課 

環境美化活動の支援、

周知、啓発。市民参加

型環境美化活動の実

施。 

自発的な環境美化活

動（ボランティア）者

数 

13,321 人(延べ 10,750 

人) 

環境保全課 

市内一斉清掃の実施。 

不法投棄パトロール

の実施と不法投棄ご

みの回収。不法投棄禁

市内一斉清掃の実施

回数 

２回（２回） 環境衛生課 

不法投棄パトロール

実施日数 

353日（350日） 

評価指標 計画策定時 現状値 目標(2030 年度) 

市民の環境不満足度 

 

空気のきれいさ：5.8% 

水のきれいさ：18.4% 

静けさ：13.2％ 

ごみ収集や処理方法：

9.5％※１ 

（2018年度） 

－ 現状より改善 
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止看板の無料交付及

びごみ集積所の設置

補助。 

集積所設置事業補助

金の交付件数 

11件（30件） 

野焼き行為禁止に関

する区会回覧及び広

報紙による注意喚起

及び防犯環境美化サ

ポーターによる市内

巡回パトロール及び

指導。 

区会回覧及び広報紙

による周知回数 

３回（４回） 環境衛生課 

防犯環境美化サポー

ターによる市内巡回

パトロール日数 

353日（350日） 

農業用廃プラスチッ

クの回収及び適正処

理の啓発。新たなスト

ックヤード候補地に

ついて調査、交渉。葉

刈り芝の回収、たい肥

化促進のための発酵

促進剤及び消石灰の

配布。 

農業用廃プラスチッ

クの回収量 

39,280kg（28,000kg） 農業政策課 

葉刈り芝の回収量 102,500kg（75,000kg） 

 

 

公害法令に基づく届

出受理、立入検査、行

政指導、行政処分等の

実施。公害防止協定に

基づく事業所指導。自

動車騒音常時監視調

査の実施。 

騒音・振動苦情件数 82件（50 件） 環境保全課 

 

施策の柱 4-2 安全な生活環境の確保  

事業概要・計画 評価指標 達成状況（目標値） 担当課 

公害法令に基づく

届出受理、立入検

査、行政指導、行政

処分等の実施。公害

防止協定に基づく

事業者の指導の実

施。河川、地下水の

水質測定。 

水質・悪臭・大気苦情 

件数 

50件(40 件) 環境保全課 

高度処理型合併処

理浄化槽普及促進

のための設置補助。 

浄化槽補助申請数 77件（100件） 

※交付件数は 72件 

環境保全課 

配水管の破損等の

緊急時における修

繕工事の実施。 

－ 配水管等修繕工事 129

件（-） 

消火栓修繕工事 10 件

（-） 

水道工務課 
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公共下水道の整備

の実施、中継ポンプ

場、マンホールポン

プなどの下水道施

設の適正な維持管

理及び改築工事。 

下水道普及率 86.30％（86.40％） 下水道工務課 

農地からの表土流

出を防止するカバ

ークロップ事業の

実施。土壌への炭素

貯留や生物多様性

保全に効果的な営

農活動の推進。化学

肥料等を低減した

環境保全型農業の

推進、農薬の適正使

用の周知。 

カバークロップ補助対

象面積 

32.5ha（30ha） 農業政策課 

環境保全型農業直接支

払交付金対象面積 

24.0ha（15ha） 

有機資材購入費補助対

象面積 

188.0ha（150ha） 

農薬の適正使用に関す

る市 HP掲載及び広報つ

くば掲載回数 

市 HP掲載１回（１回） 

広報紙掲載２回（１回） 

ＰＲＴＲ法に基づ

く対象化学物質の

排出量・移動量情報

の公表データの閲

覧しやすい環境の

形成 

－ 市 HP掲載。（‐） 環境保全課 
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(3) 苦情発生状況 

①苦情種類別発生状況 

2023年度に市に寄せられた苦情件数は、255件で前年度よりほぼ半減しています。 

典型７公害（「大気汚染」、「水質汚濁」、「土壌汚染」、「騒音」、「振動」、「悪臭」、「地盤沈

下」）による苦情件数は 132 件で前年度より減少しています。典型７公害による苦情件数

を種類別に見ると騒音に関するものが 76 件と最も多く、次いで悪臭が 41 件となってお

り、この２種類で全体の約 89％を占めています。 

 

図表 2-4-1 苦情種類別発生状況 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 

典 

型 

7 

公 

害 

大気汚染 5  5  6  5  71     105 145  15   5 

水質汚濁 2  3  0  0  4       1    3 7 4 

土壌汚染 0  0  0  0  0       1    0 0 0 

騒音 39  58  44  50  47      88   87  92   76 

振動 5  6  4  3  3  13 15   13    6 

悪臭 13  24  16  28  54     80   59   56   41 

地盤沈下 0  0  0  0  0      0    0    0    0 

小計 64  96  70  86  179  288  309 183  132 

上 

記 

以 

外 

廃棄物投棄 73  167  173  159  316     305  181 231  115 

その他 15  38  20  25      3 4 7    7    8 

合計 152  301  263  270  498  597    497 421 255 

  ※2019 年度～2021 年度において、野焼きに関する苦情を大気汚染に分類し直しています。 

※2022 年度～県との調整において、野焼きに関する苦情を除いています。 

※令和５年度つくば市環境基本計画進捗管理票では、「大気汚染４件」「水質汚濁１件」「騒音
72 件」「振動４件」「悪臭 38 件」ですが、環境省に報告する際に改めて精査した結果、表の
とおりに集計し直しています。 
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②苦情発生源別発生状況 

2023年度に受けた苦情は、発生源別に見ると、事業所以外に起因する苦情が 158件と最

も多く、全体の約 62％を占めています。一方、事業所に起因する苦情は、建設業に関する

苦情が 19件と最も多く、事業所に起因する苦情の約 20％を占めています。 

 

図表 2-4-2 苦情発生源別発生状況（2023年度） 
 農

業
・
林
業 

漁
業 

鉱
業
・
採
石
業
・
砂
利
採
取
業 

建
設
業 

製
造
業 

電
気
ガ
ス
熱
供
給
水
道
業 

情
報
通
信
業 

運
輸
業
・
郵
便
業 

卸
売
・
小
売
業 

金
融
・
保
険
業 

不
動
産
・
物
品
賃
貸
業 

学
術
研
究
・
専
門
・
技
術
サ
ー
ビ
ス 

宿
泊
業
・
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業 

生
活
関
連
サ
ー
ビ
ス
業
・
娯
楽
業 

教
育
・
学
習
支
援
業 

医
療
・
福
祉 

複
合
サ
ー
ビ
ス
業 

（
他
に
分
類
さ
れ
な
い
も
の
） 

サ
ー
ビ
ス
業 

（
他
に
分
類
さ
れ
な
い
も
の
） 

公
務 

分
類
不
能
の
産
業 

小
計 

事
業
所
以
外
（
不
明
含
む
） 

合
計 

典 
型 
7 
公 
害 

大気 
汚染 

0 0 1 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 1 5 

水質 
汚濁 

1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 3 1 4 

土壌 
汚染 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

騒音 3 0 0 13 4 1 0 6 6 0 3 0 9 6 1 1 0 4 3 0 60 16 76 

振動 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 2 0 0 6 0 6 

悪臭 9 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 3 0 0 0 0 3 1 0 18 23 41 

地盤 
沈下 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

小計 13 0 1 18 5 1 0 6 6 0 4 0 12 9 1 1 0 10 4 0 91 41 132 

上 
記 
以 
外 

廃棄物
投棄 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 113 115 

その他 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 4 4 8 

合計 14 0 1 19 5 1 0 7 6 0 4 0 12 9 1 1 0 10 5 2 97 158 255 

（注）分類不能の産業：「農業」から「公務」までの 17項目に分類することが困難な産業、事業。 
   事業所以外：「農業」から「分類不能の産業」までの 18項目に分類できないもの。 

（例：個人、不明なもの） 
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(4) 騒音・振動の防止 

①規制の概要 

市内の工業専用地域を除く地域で「騒音規制法」、「振動規制法」に定める特定施設を設

置する工場・事業場には、上記各法令に基づく届出及び規制基準遵守が義務付けられてい

ます。それ以外の地域（市内の工業専用地域）で、「茨城県生活環境の保全等に関する条例」

で定める特定施設を設置する工場・事業場には、当該条例に基づく届出及び規制基準遵守

が義務付けられています。また、杭打ち作業や削岩機等を使用する特定建設作業を実施す

る際にも、市内の工業専用地域を除く地域では、「騒音規制法」及び「振動規制法」、それ

以外の地域（市内の工業専用地域）では、「茨城県生活環境の保全等に関する条例」に基づ

き、事前届出及び規制基準の遵守を義務付けています。これら、届出の内容を審査し、公

害発生の未然防止を図っています。 

 

②工場・事業場等における届出状況 

工場・事業場等の届出の中で、騒音に関しては空気圧縮機等、振動に関しては圧縮機の

届出が大部分を占めています。（図表 2-4-3、4） 

 

図表 2-4-3 騒音規制法に係る特定施設届出数（2023 年度） 

届出の 

種類 

施設 

の種類 

設置届出数 使用届出数 使用全廃届出 数変更届出 工場 

等実数 

(累計) 

施設数

(累計) 工場 

等数 

施設

数 

工場 

等数 
施設数 

工場 

等数 
施設数 

工場 

等数 
施設数 

金属加工機械 0 0 0 0 1 -1 0 0 35 280 

空気圧縮機等 5 24 0 0 3 -42 4 30 267 2,553 

土石用破砕機等 0 0 0 0 0 0 0 0 14 60 

織機 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 

建設用資材製造機械 0 0 0 0 0 0 0 0 8 10 

穀物用製粉機 0 0 0 0 0 0 0 0 1 7 

木材加工機械 0 0 0 0 0 0 0 0 9 18 

抄紙機 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

印刷機械 0 0 0 0 0 0 0 0 3 8 

合成樹脂用射出成形機 1 9 0 0 0 0 0 0 12 138 

鋳型造型機 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 

計 5 33 0 0 4 -43 4 30 351 3,077 

 工場等数：2023 年度に届出を受理した件数。ただし、同一の届出書において、複数の種類の特

定施設があった場合は、１カウント。 施設数：2023 年度に届出を受理した施設数。 

 工場等実数（累計）：市内の累計工場等数。ただし、複数種の施設をもつ工場は、主要施設を有 

する箇所に計上。 施設数（累計）：市内の累計施設数 

 

 

 

図表 2-4-4 振動規制法に係る特定施設届出数（2023 年度） 
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 届出の  

種類  

施設の 

種類 

設置届出数 使用届出数 使用全廃届出 数変更届出 工場 

等数 

(累計) 

施設数 

(累計) 工場 

等数 
施設数 

工場 

等数 
施設数 

工場 

等数 
施設数 

工場 

等数 
施設数 

金属加工機械 0 0 0 0 1 -1 1 1 26 144 

圧縮機 2 2 0 0 3 -19 5 -50 117 510 

土石用破砕機等 0 0 0 0 0 0 0 0 14 61 

織機 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 

コンクリート 

ブロックマシン等 
0 0 0 0 0 0 0 0 2 5 

木材加工機械 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

印刷機 0 0 0 0 0 0 0 0 3 3 

ロール機 0 0 0 0 2 -6 0 0 2 5 

合成樹脂用射出

成形機 
1 9 0 0 0 0 0 0 11 72 

鋳型造型機 0 0 0 0 0 0 0 0 4 55 

計 3 11 0 0 4 -26 5 -49 180 857 

工場等数：2023 年度に届出を受理した件数。ただし、同一の届出書において、複数の種類の特

定施設があった場合は、１カウント。 施設数：2023 年度に届出を受理した施設数 

工場等実数（累計）：市内の累計工場等数。ただし、複数種の施設をもつ工場は、主要施設を有 

する箇所に計上施設数（累計）：市内の累計施設数  
 

 

③特定建設作業等における届出状況 

特定建設作業に伴う届出の中で、騒音に関してはさく岩機を使用する作業の届出が大部

分を占め、振動に関してはブレーカーを使用する作業の届出のみが届出されています。（図

表 2-4-5、6） 
 

図表 2-4-5 騒音規制法に係る特定建設作業状況 

年度 

作業名 
2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 

くい打ち機等を使用する作業 14 1 6 3 4 6    17 8 4 0 

びょう打ち機 0 0 0 8 0 0     1 0 0 0 

さく岩機を使用する作業 44 18 20 22 25 29 44 33 53 34 

空気圧縮機を使用する作業 2 0 0 0 4 5     2 2 3 2 

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾟﾗﾝﾄ等を設けて行う作業 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 

バックホウを使用する作業 3 0 0 2 0 5     2 3 0 0 

ブルドーザーを使用する作業 0 0 9 2 1 2 0 0 0 0 

トラクターシャベルを使用する作業 10 5 0 6 0 0 5 0 3 1 

計 73 25 35 29 34 47    71 46 63 37 

 

図表 2-4-6 振動規制法に係る特定建設作業状況 
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年度 

作業名 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 

くい打ち機等を使用する

作業 
15 1 6 5 3 6 9 8 4 0 

鋼球を使用する 

作業 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

舗装版破砕機を使用する

作業 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

ブレーカーを使用する作

業 
19 14 17 19 20 21 25 24 37 23 

計 34 15 23 24 23 27   34 32 41 23 

 

 

④自動車騒音・道路交通振動 

「騒音・振動規制法」の指定地域内において、自動車騒音・道路交通振動が、環境省令

で定める限度を超えていることにより、道路周辺環境が著しく損なわれていると認められ

るときは、道路管理者又は県公安委員会に対し、騒音・振動の防止措置を講ずるよう要請

等をすることができます。 

上記とは別に、「騒音規制法」第 18条の規定により、毎年自動車騒音の常時監視を実施

し、その結果を環境省へ報告しています。また、同法第 19条の規定により、自動車騒音の

状況を図表 2-4-7 のとおり公表します。2023 年度の結果を路線別に見ると、38 路線のう

ち昼夜ともに環境基準を達成した路線は、「一般国道 468 号（圏央道）」、「笠間つくば線」

等の 11路線でした。一方、環境基準達成率が低い路線は、「つくば古河線」が 57.4％で最

も低く、次いで、「一般国道 125号」が 62.2％、「筑西つくば線」が 65.5％の順番でした。 

 

図表 2-4-7 自動車騒音常時監視における路線別結果（2023年度） 

番号 路線名 

面的評価結果（全体）※ 

昼夜とも 

基準値以下 

（％） 

昼のみ基 

準値以下 

（％） 

夜のみ基準 

値以下 

（％） 

昼夜とも 

基準値超過 

（％） 

1 常磐自動車道 88.2 7.9 0 3.9 

2 一般国道6 号 92.0 0 0 8.0 

3 一般国道125 号 62.2 34.8 0 3.0 

4 一般国道354 号 85.8 13.2 0 1.1 

5 一般国道408 号 96.4 0.1 2.5 1.0 

6 
一般国道468 号（圏央

道） 
100 0 0 0 

7 つくば野田線 85.6 0 0 14.4 

8 筑西つくば線 65.5 2.4 0 32.1 

9 取手つくば線 99.6 0 0 0.4 

10 土浦境線 98.7 0.1 0.6 0.6 

11 つくば益子線 83.3 0 16.7 0 

12 笠間つくば線 100 0 0 0 

13 つくば真岡線 97.1 0 0 2.9 

14 野田牛久線 99.1 0 0 0.9 
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15 つくば千代田線 95.0 0 0 5.0 

16 土浦つくば線 94.5 0 4.6 0.9 

17 つくば古河線 57.4 0 0 42.6 

18 谷田部小張線 100 0 0 0 

19 土浦坂東線 99.5 0 0.5 0 

20 土浦大曽根線 87.9 0 0.1 11.9 

21 赤浜上大島線 100 0 0 0 

22 赤浜谷田部線 97.6 0 0 2.4 

23 石岡つくば線 99.7 0 0 0.3 

24 谷田部牛久線 93.0 0 6.5 0.4 

25 藤沢豊里線 96.5 0 0 3.5 

26 藤沢荒川沖線 99.6 0.1 0.1 0.2 

27 館野牛久線 100 0 0 0 

28 谷田部藤代線 99.2 0 0.8 0 

29 長高野北条線 100 0 0 0 

30 沼田下妻線 100 0 0 0 

31 島名福岡線 100 0 0 0 

32 花室牛久線 93.4 0 5.0 1.6 

33 妻木赤塚線 98.9 0.3 0 0.8 

34 館野荒川沖停車場線 95.3 1.6 0 3.1 

35 牛久赤塚線 100 0 0 0 

36 市道1 級42 号線 99.7 0 0 0.3 

37 市道4 級4451 号線 100 0 0 0 

38 市道4 級4466 号線 100 0 0 0 

全体（合計） 95.6 1.6 0.9 1.9 

※面的評価：幹線道路に面する地域において、評価道路から 50mの範囲にある全ての住居等  
を対象に、実測値や推計によって騒音レベルの状況を把握し、環境基準に適合している戸数 
とその割合を算出し評価します。 
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(5) 良好な大気・水・土の確保 

①一般粉じん発生施設 

 (ｱ) 規制の概要 

本市では「大気汚染防止法」に基づく一般粉じんについて規制・指導を行っています。

「大気汚染防止法」では、５種類の一般粉じん発生施設を規制対象施設とし、これらを設

置する者に対し、事前届出、管理基準の遵守を義務づけています。 

 

(ｲ) 一般粉じん発生施設における設置状況 

図表 2-4-8 一般粉じん発生施設設置状況（累計） 

 

  ②光化学スモッグ・PM2.5注意喚起発令状況 

茨城県南部地域での光化学スモッグ注意報の発令は０件、警報及び重大警報の発令０件、

PM2.5 の注意喚起は発令されていません。なお、市内において光化学スモッグによる健康

被害は報告されていません。 

 

③ダイオキシン類の測定 

2000 年１月 15 日に施行された「ダイオキシン類対策特別措置法」に基づき、サステナ

クスエアからの排ガス、排水、集じん灰、焼却灰等を測定しています。その測定値は、図

表 2-4-9から図表 2-4-14までのとおり、全て環境基準を下回っています。 

 

図表 2-4-9 焼却炉煙突ダイオキシン類測定結果（ 単位：ng-TEQ/m3N）   

測定対象 年月日 測定値 

１号炉排ガス 

2013年 01月 22 日 
2013年 10月 15 日 
2015年 01月 21 日 
2015年 09月 14 日 
2017年 01月 17 日 
2017年 09月 26 日 
2018年 09月 25 日 
2019年 12月 17 日 
2020年 12月 17 日 
2021年 12月 24 日 
2023年 03月 17 日 
2023年 04月 20 日 

 0.045 
 0.046 
 0.090 
 0.004 
 0.046 
 0.006 
0.052 
0.094 
0.0031 
0.120 
0.039 
0.021 

年度 

施設名 
2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 

コークス炉 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

鉱物又は土石

の堆積場 
14 14 14 15 17 17 20 20 21 

22 18 

ベルトコンベ

ア及びバケッ

トコンベア 

22 22 22 22 29 29 22 22 22 
22 20 

破砕機及び摩砕

機 
9 9 9 9 11 11 10 10 10 

10 9 

ふるい 11 10 10 12 13 13 13 13 13 13 12 

計 56 55 55 58 70 70 65 65 66 67 59 
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2号炉排ガス 

2012年 10月 16 日 
2013年 05月 21 日 
2014年 05月 27 日 
2016年 01月 26 日 
2016年 09月 20 日 
2017年 06月 21 日 
2018年 05月 22 日 
2019年 05月 28 日 
2020年 09月 23 日 
2021年 09月 24 日 
2022年 09月 21 日 
2023年 08月 09 日 

 0.065 
 0.022 
 0.013 
 0.015 
0.002 
 0.045 
0.039 
0.042 
0.028 
0.0078 
0.012 
0.100 

3号炉排ガス 

2012年 05月 16 日 
2014年 01月 28 日 
2014年 09月 19 日 
2015年 05月 19 日 
2016年 05月 31 日 
2018年 01月 16 日 
2018年 12月 17 日 
2019年 09月 25 日 
2020年 05月 26 日 
2021年 08月 30 日 
2022年 04月 20 日 
2023年 12月 22 日 

 0.034 
 0.010 
 0.060 
 0.031 
 0.008 
 0.260 
0.039 
0.013 
0.023 
0.061 
0.013 
0.078 

※大気排出基準：1ng-TEQ/Nm3 [ng（ナノグラム）＝ 10 億分の 1 グラム]  

 

図表 2-4-10 排水処理設備ダイオキシン類測定結果（ 単位：pg-TEQ/L）  

測定対象 年月日 測定値 

排  水 

2013年 10月 22 日 0.072 

2014年 10月 21 日 0.580 

2015年 11月 13 日 0.094 

2016年 11月 10 日 0.009 

2018年 01月 16 日 0.300 

2018年 11月 06 日 4.8 

2019年 12月 17 日 0.15 

2020年 11月 18 日 0.025 

2021年 11月 16 日 0.022 

2022年 11月 08 日 0.0003 

2023年 11月 07 日 0 

※水質排出基準：10pg-TEQ/L [pg（ピコグラム）＝ 1 兆分の 1 グラム] 

 

図表 2-4-11 焼却炉集じん灰ダイオキシン類測定結果（ 単位：ng-TEQ/g）  

測定対象 年月日 測定値 

1号炉 

2015年 01月 21 日 
2015年 09月 15 日 
2017年 01月 17 日 
2017年 09月 26 日 
2018年 09月 25 日 
2019年 12月 17 日 
2020年 12月 17 日 

0.88 
1.8 
0.57 
 0.40 
0.67 
0.73 
2.8 
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2021年 12月 24 日 
2023年 03月 17 日 
2023年 04月 20 日 

2.2 
1.2 
2.2 

2号炉 

2014年 05月 27 日 
2016年 01月 26 日 
2016年 09月 20 日 
2017年 06月 21 日 
2018年 05月 22 日 
2019年 05月 28 日 
2020年 09月 23 日 
2021年 09月 24 日 
2022年 09月 21 日 
2024年 02月 26 日 

0.23 
0.33 
0.35 
0.15 
0.17 
0.86 
0.75 
0.64 
2.4 
1.2 

3号炉 

2014年 09月 19 日 
2015年 05月 19 日 
2016年 05月 31 日 
2018年 01月 16 日 
2018年 12月 17 日 
2019年 09月 25 日 
2020年 05月 26 日 
2021年 05月 31 日 
2022年 04月 20 日 
2024年 03月 27 日 

0.79 
0.89 
0.28 
 2.8 
0.30 
0.20 
0.22 
2.2 
1.9 
2.9 

※処理基準：3ng-TEQ/g [ng（ナノグラム）＝ 10 億分の 1 グラム] 

 

図表 2-4-12 焼却炉焼却灰ダイオキシン類測定結果（ 単位：ng-TEQ/g）  

測定対象 年月日 測定値 

1号炉 

2015年 01月 21 日 
2015年 09月 15 日 
2017年 01月 17 日 
2017年 09月 26 日 
2018年 09月 25 日 
2019年 12月 17 日 
2020年 12月 17 日 
2021年 12月 24 日 
2023年 03月 17 日 
2023年 04月 20 日 

0.089 
0.170 
0.066 
0.086 
0.063 
0.011 
0.058 
0.060 
0.100 
0.190 

2号炉 

2014年 05月 27 日 
2016年 01月 26 日 
2016年 09月 20 日 
2017年 06月 21 日 
2018年 05月 22 日 
2019年 05月 28 日 
2020年 09月 23 日 
2021年 09月 24 日 
2022年 09月 21 日 
2023年 08月 09 日 

0.023 
0.037 
0.014 
0.025 
0.006 
0.042 
0.012 
0.035 
0.090 
0.310 

3号炉 

2014年 09月 19 日 
2015年 05月 19 日 
2016年 05月 31 日 
2018年 01月 16 日 
2018年 12月 17 日 
2019年 09月 25 日 

0.110 
0.071 
0.025 
 0.270 
0.013 
0.006 
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2020年 05月 26 日 
2021年 05月 31 日 
2022年 04月 20 日 
2023年 12月 22 日 

0.022 
0.150 
0.059 
0.097 

※処理基準：3ng-TEQ/g [ng（ナノグラム）＝ 10 億分の 1 グラム] 

 

図表 2-4-13 周辺土壌ダイオキシン類測定結果（ 単位：pg-TEQ/g）  

測定対象 年月日 測定値 

山木地区 
（研修センター敷地内） 

2012 年 11月 05日 
2013 年 10月 22日 
2014 年 10月 21日 
2015 年 11月 13日 
2016 年 11月 11日 
2017 年 11月 09日 
2018 年 11月 06日 
2019 年 11月 05日 
2020 年 11月 18日 
2021 年 11月 16日 
2022 年 11月 08日 
2023 年 11月 07日 

  6.9 
 3.4 
 4.3 
6.8 
3.6 
5.3 
2.9 
3.3 
4.8 
5.2 
3.8 
3.5 

水守地区 
（研修センター敷地内） 

2012 年 11月 05日 
2013 年 10月 22日 
2014 年 10月 21日 
2015 年 11月 13日 
2016 年 11月 11日 
2017 年 11月 09日 
2018 年 11月 06日 
2019 年 11月 05日 
2020 年 11月 18日 
2021 年 11月 16日 
2022 年 11月 08日 
2023 年 11月 07日 

6.1 
6.1 
8.7 
4.3 
4.4 
3.1 
3.8 
4.5 
7.2 
5.9 
6.7 
7.3 

上内地区 
（民家宅地内） 

2012 年 11月 05日 
2013 年 10月 22日 
2014 年 10月 21日 
2015 年 11月 13日 
2016 年 11月 11日 
2017 年 11月 09日 
2018 年 11月 06日 
2019 年 11月 05日 
2020 年 11月 18日 
2021 年 11月 16日 
2022 年 11月 08日 
2023 年 11月 07日 

18.0 
20.0 
13.0 
28.0 
19.0 
13.0 
25.0 
15.0 
15.0 
12.0 
25.0 
6.8 

※環境基準：1,000pg-TEQ/g [pg（ピコグラム）＝ 1 兆分の 1 グラム] 

 

図表 2-4-14 周辺大気ダイオキシン類測定結果（ 単位：pg-TEQ/m3） 

測定対象 年月日 測定値 

水守地区 
（研修センター 

敷地内） 

2012年 11月 06日から 
2012年 11月 13日まで 

0.044 

2013年 10月 23日から 
2013年 10月 30日まで 

0.036 
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2014年 10月 23日から 
2014年 10月 30日まで 

0.029 

2015年 11月 16日から 
2015年 11月 23日まで 

0.034 

2016年 11月 11日から 
2016年 11月 18日まで 

0.047 

2017年 11月 09日から 
2017年 11月 16日まで 

0.031 

2018年 11月 06日から 
2018年 11月 12日まで 

0.022 

2019年 11月 05日から 

2019年 11月 13日まで 
0.030 

2020年 11月 18日から 
2020年 11月 25日まで 

0.027 

2021年 11月 09日から 
2021年 11月 16日まで 

0.026 

2022年 11月 08日から 
2022年 11月 15日まで 

0.023 

2023年 11月 07日から 
2023年 11月 14日まで 

0.0082 

※環境基準：0.6pg-TEQ/m3 [pg（ピコグラム）＝ 1 兆分の 1 グラム] 
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④悪臭の現状 

(ｱ) 規制の概要 

本市では、市街化区域等の工場・事業場に対し、「悪臭防止法」に基づく規制基準の遵

守が義務付けられています。市街化区域等で操業する工場・事業場は、特定悪臭物質 22

物質（アンモニア、トルエン等）を排出する際に、物質濃度規制が課せられています。 

また、「茨城県生活環境の保全等に関する条例」に基づく悪臭特定施設（豚舎、鶏舎等）

を設置する事業場には、事前届出及び悪臭施設管理基準の遵守が義務付けられています。 

 

(ｲ) 悪臭特定施設設置状況 

悪臭特定施設の設置状況に関しては、家畜のふん尿を原料とする堆肥の製造に用いる

原料置き場、乾燥施設、発酵施設や豚舎の届出が大部分を占めています。 

図表 2-4-15 悪臭特定施設設置状況（累計） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度 

作業名 
2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 

家畜のふん尿

を原料とする

たい肥の製造

に用いる原料

置き場、乾燥

施設、発酵 

施設 

7 7 9 10 10 10 10  10  10 10 10 

豚舎 6 6 7 7 7 7 7 7 7 7 7 

鶏舎 5 6 5 5 5 5 5 5 5 5 5 

鶏ふん乾燥機 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 18 19 21 22 22 22 22 22 22 22 22 
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⑤各種水質等調査結果及びその他の実績 

(ｱ) 公共用水域（河川）水質調査 

◇環境基準 

水質に係る環境基準は、「環境基本法」に基づき、「維持することが望ましい基準」とし

て、次の２つの基準が定められています。 

○「人の健康の保護に関する環境基準【健康項目】」 

全ての公共用水域で一律で定められており、直ちに達成し維持するよう努めるものと

されています。 

○「生活環境の保全に関する環境基準【生活環境項目】」 

河川、湖沼及び海域ごとに指定された水域類型に応じて定められており、達成期間を

示して達成、維持を図るものとされています。 

水域類型は、利用目的及び水生生物の生息状況に応じて環境大臣若しくは都道府県知

事がそれぞれ指定することとされており、つくば市内の各調査河川は、以下の類型を

受けています。 
 

桜川  －Ａ類型、生物Ｂ類型    花室川 －Ａ類型、生物Ｂ類型 

小野川 －Ａ類型、生物Ｂ類型    谷田川 －Ｂ類型、生物Ｂ類型 

西谷田川－Ｂ類型、生物Ｂ類型    稲荷川 －Ｂ類型、生物Ｂ類型 

蓮沼川 －Ｂ類型、生物Ｂ類型 

図表 2-4-16 生活環境の保全に関する環境基準に係る項目類型 

項目類型 利用目的の適応性 

ＡＡ 
水道１級（ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの）、自然環境保
全（自然探勝等の環境保全）及びＡ以下の欄に掲げるもの 

  Ａ 
水道２級（沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの）、水産１
級（ヤマメ、イワナ等貧腐水性水域の水産生物用並びに水産２級及
び水産３級の水産生物用）、水浴及びＢ以下の欄に掲げるもの 

  Ｂ 
水道３級（前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの）、水産２級
（サケ科魚類及びアユ等貧腐水性水域の水産生物用及び水産３級
の水産生物用）、及びＣ以下の欄に掲げるもの 

  Ｃ 
水産３級（コイ、フナ等、β−中腐水性水域の水産生物用）、工業用
水１級（沈殿等による通常の浄水操作を行うもの）及びＤ以下の欄
に掲げるもの 

  Ｄ 
工業用水２級（薬品注入等による高度の浄水操作を行うもの）、農
業用水及びＥの欄に掲げるもの 

  Ｅ 
工業用水３級（特殊の浄水操作を行うもの）、環境保全（国民の日
常生活(沿岸の遊歩等を含む) において不快感を生じない限度） 

※上位ほど基準が厳しくなります。 

項目類型 水生生物の生息状況の適応性 

生物Ａ 
イワナ、サケマス等比較的低温域を好む水生生物及びこれらの餌
生物が生息する水域 

生物特Ａ 
生物Ａの水域のうち、生物Ａの欄に掲げる水生生物の産卵場（繁殖
場）又は幼稚仔の生育場として特に保全が必要な水域 

生物Ｂ 
コイ、フナ等比較的高温域を好む水生生物及びこれらの餌生物が
生息する水域 

生物特Ｂ 
生物Ａ又は生物Ｂの水域のうち、生物Ｂの欄に掲げる水生生物の
産卵場（繁殖場）又は幼稚仔の生育場として特に保全が必要な水域 
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◇調査概要 

水質汚濁防止法に基づき、市内の公共用水域を常時監視することを目的とし、水質測定

を行っています。2023 年度は県の水質測定計画等に基づき、【健康項目】については、市

内６河川６地点で年２回（農薬４項目は年１回）、【生活環境項目】については、市内７河

川 13 地点で毎月１回（全亜鉛、ノニルフェノール、直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及

びその塩（LAS）は年６回、大腸菌数は年４回）水質測定を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-4-17 河川水質測定地点図 
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◇調査概要 

【健康項目】の調査結果は、図表 2-4-18のとおりです。全ての項目で環境基準を達成 

しました。 

【生活環境項目】の調査結果は、図表 2-4-19のとおりです。一部の項目で環境基準を 

達成していませんでした。 

 

図表 2-4-18 公共用水域（河川）水質調査結果【健康項目】 
 

調査地点 
 
調査項目 

桜川 
栄利橋 

花室川 
下広岡橋 

小野川 
大井橋 

谷田川 
丸山橋 

西谷田川 
境松橋 

稲荷川 
小茎橋 

環境基準 
値 

（mg/L） 水質評価 
値注 2 
(mg/L) 

判 
定 

水質 
評価値 
(mg/L) 

判 
定 

水質 
評価値 
(mg/L) 

判 
定 

水質 
評価値 
(mg/L) 

判 
定 

水質 
評価値 
(mg/L) 

判 
定 

水質 
評価値 
(mg/L) 

判 
定 

カドミウム < 0.0003 
達 
成 

< 0.0003 
達 
成 

< 0.0003 
達
成 

< 0.0003 
達 
成 

< 0.0003 
達 
成 

< 0.0003 
達 
成 

0.003 

全シアン 不検出 
達 
成 

不検出 
達 
成 

不検出 
達
成 

不検出 
達 
成 

不検出 
達 
成 

不検出 
達
成 

検出され 
ないこと 

鉛 < 0.001 
達 
成 

< 0.001 
達 
成 

< 0.001 
達
成 

< 0.001 
達 
成 

< 0.001 
達 
成 

< 0.001 
達 
成 

0.01 

六価クロム < 0.002 
達 
成 

< 0.002 
達 
成 

< 0.002 
達
成 

< 0.002 
達 
成 

< 0.002 
達 
成 

< 0.002 
達 
成 

0.02 

砒素 < 0.001 
達 
成 

< 0.001 
達 
成 

< 0.001 
達
成 

< 0.001 
達 
成 

< 0.001 
達 
成 

< 0.001 
達 
成 

0.01 

総水銀 < 0.0005 
達 
成 

< 0.0005 
達 
成 

< 0.0005 
達
成 

< 0.0005 
達 
成 

< 0.0005 
達 
成 

< 0.0005 
達 
成 

0.0005 

ＰＣＢ 不検出 
達 
成 

不検出 
達 
成 

不検出 
達
成 

不検出 
達 
成 

不検出 
達 
成 

不検出 
達 
成 

検出され 
ないこと 

ジクロロメタン < 0.002 
達 
成 

< 0.002 
達 
成 

< 0.002 
達
成 

< 0.002 
達 
成 

< 0.002 
達 
成 

< 0.002 
達 
成 

0.02 

四塩化炭素 < 0.0002 
達 
成 

< 0.0002 
達 
成 

< 0.0002 
達
成 

< 0.0002 
達 
成 

< 0.0002 
達 
成 

< 0.0002 
達 
成 

0.002 

1,2- ジクロロエ
タン 

< 0.0004 
達 
成 

< 0.0004 
達 
成 

< 0.0004 
達
成 

< 0.0004 
達 
成 

< 0.0004 
達 
成 

< 0.0004 
達 
成 

0.004 

1,1- ジクロロエ
チレン 

< 0.01 
達 
成 

< 0.01 
達 
成 

< 0.01 
達
成 

< 0.01 
達 
成 

< 0.01 
達 
成 

< 0.01 
達 
成 

0.1 

シス-1,2- ジクロ
ロエチレン 

< 0.004 
達 
成 

< 0.004 
達 
成 

< 0.004 
達
成 

< 0.004 
達 
成 

< 0.004 
達 
成 

< 0.004 
達 
成 

0.04 

1,1,1- トリクロ
ロエタン 

< 0.0005 
達 
成 

< 0.0005 
達 
成 

< 0.0005 
達
成 

< 0.0005 
達 
成 

< 0.0005 
達 
成 

< 0.0005 
達 
成 

1 

1,1,2- トリクロ
ロエタン 

< 0.0006 
達 
成 

< 0.0006 
達 
成 

< 0.0006 
達
成 

< 0.0006 
達 
成 

< 0.0006 
達 
成 

< 0.0006 
達 
成 

0.006 

トリクロロエチレ
ン 

< 0.001 
達 
成 

< 0.001 
達 
成 

< 0.001 
達
成 

< 0.001 
達 
成 

< 0.001 
達 
成 

< 0.001 
達 
成 

0.01 

テトラクロロエチ
レン 

< 0.0005 
達 
成 

< 0.0005 
達 
成 

< 0.0005 
達
成 

< 0.0005 
達 
成 

< 0.0005 
達 
成 

< 0.0005 
達 
成 

0.01 

1,3- ジクロロプ
ロペン 

< 0.0002 
達 
成 

< 0.0002 
達 
成 

< 0.0002 
達
成 

< 0.0002 
達 
成 

< 0.0002 
達 
成 

< 0.0002 
達 
成 

0.002 

チウラム < 0.0006 
達 
成 

< 0.0006 
達 
成 

< 0.0006 
達
成 

< 0.0006 
達 
成 

< 0.0006 
達 
成 

< 0.0006 
達 
成 

0.006 

シマジン < 0.0003 
達 
成 

< 0.0003 
達 
成 

< 0.0003 
達
成 

< 0.0003 
達 
成 

< 0.0003 
達 
成 

< 0.0003 
達 
成 

0.003 

チオベンカルブ < 0.002 
達 
成 

< 0.002 
達 
成 

< 0.002 
達
成 

< 0.002 
達 
成 

< 0.002 
達 
成 

< 0.002 
達 
成 

0.02 

ベンゼン < 0.001 
達 
成 

< 0.001 
達 
成 

< 0.001 
達
成 

< 0.001 
達 
成 

< 0.001 
達 
成 

< 0.001 
達 
成 

0.01 

セレン < 0.002 
達 
成 

< 0.002 
達 
成 

< 0.002 
達
成 

< 0.002 
達 
成 

< 0.002 
達 
成 

< 0.002 
達 
成 

0.01 

硝酸性窒素及び亜
硝酸性窒素 

1.0 
達 
成 

0.85 
達 
成 

1.1 
達
成 

1.2 
達 
成 

1.3 
達 
成 

1.4 
達 
成 

10 
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ふっ素 0.095 
達 
成 

< 0.08 
達 
成 

0.09 
達
成 

< 0.08 
達 
成 

< 0.08 
達 
成 

< 0.08 
達 
成 

0.8 

ほう素 < 0.02 
達 
成 

< 0.02 
達 
成 

< 0.02 
達
成 

< 0.02 
達 
成 

< 0.02 
達 
成 

< 0.02 
達 
成 

1 

1,4- ジオキサン < 0.005 
達 
成 

< 0.005 
達 
成 

< 0.005 
達
成 

< 0.005 
達 
成 

< 0.005 
達 
成 

< 0.005 
達 
成 

0.05 

注 1 健康項目の調査は蓮沼川を除く６河川の末端（桜川 栄利橋、花室川 下広岡橋、小野川 
大井橋、谷田川 丸山橋、西谷田川 境松橋、稲荷川 小茎橋）で４月と 10 月に年２回
（農薬系４項目は５月に年１回）実施しました。 
（蓮沼川は下流で谷田川に合流し、谷田川 丸山橋で健康項目の調査を実施しています。） 

注 2 全シアンは最高値、その他の項目については年間平均値で判定しました。 
 
 

図表 2-4-19 公共用水域（河川）水質調査結果【生活環境項目】 

 

 
調査項目 

 
 
 
調査地点 

水素イオン濃度 
（pH） 

浮遊物質量 
（SS） 

溶存酸素量 
（DO） 

調
査 
回
数 

達 
成 
数 

判 定 

調
査 
回
数 

達 
成 
数 

判 定 

調
査 
回
数 

達 
成 
数 

判 定 

桜川 

禊橋 12 10 未達成 12 12 達成 12 11 未達成 

君島橋 12 12 達成 12 12 達成 12 10 未達成 

栄利橋 12 12 達成 12 12 達成 12 11 未達成 

花室川 
大池橋 12 12 達成 12 12 達成 12 8 未達成 

下広岡橋 12 12 達成 12 12 達成 12 12 達成 

小野川 大井橋 12 12 達成 12 12 達成 12 10 未達成 

谷田川 
高丸橋 12 12 達成 12 11 未達成 12 12 達成 

丸山橋 12 12 達成 12 12 達成 12 12 達成 

西谷田川 

角内橋 12 12 達成 12 12 達成 12 12 達成 

新橋 12 12 達成 12 10 未達成 12 12 達成 

境松橋 12 11 未達成 12 12 達成 12 12 達成 

稲荷川 小茎橋 12 12 達成 12 12 達成 12 12 達成 

蓮沼川 平塚橋 12 12 達成 12 10 未達成 12 12 達成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ａ類型  Ｂ類型  生物Ｂ類型 
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調査項目 
 
 
 
調査地点 

大腸菌数 
生物化学的酸素要求量

（BOD） 
全亜鉛 
（Zn） 

調査
回数 

※90％
水質値
（CFU/1

00mL） 

判 定 
調査
回数 

※75％ 
水質値

（mg/L） 
判 定 

調査
回数 

年間 
平均値 

（mg/L） 
判 定 

桜川 

禊橋 4 440 未達成 12 2.6 未達成 6 0.006 達成 

君島橋 4 750 未達成 12 2.2 未達成 6 0.006 達成 

栄利橋 4 790 未達成 12 2.1 未達成 6 0.009 達成 

花室川 
大池橋 4 4900 未達成 12 1.7 達成 6 0.015 達成 

下広岡橋 4 77 達成 12 1.4 達成 6 0.013 達成 

小野川 大井橋 4 590 未達成 12 2.1 未達成 6 0.007 達成 

谷田川 
高丸橋 4 3000 未達成 12 1.7 達成 6 0.008 達成 

丸山橋 4 220 達成 12 2.0 達成 6 0.007 達成 

西谷田川 

角内橋 4 330 達成 12 1.4 達成 6 0.008 達成 

新橋 4 320 達成 12 2.7 達成 6 0.009 達成 

境松橋 4 440 達成 12 2.6 達成 6 0.007 達成 

稲荷川 小茎橋 4 940 達成 12 1.4 達成 6 0.006 達成 

蓮沼川 平塚橋 4 4000 未達成 12 1.3 達成 6 0.012 達成 

 

 

調査項目 
 
 
調査地点 

ノニルフェノール 
直鎖アルキルベンゼンスルホン酸 

及びその塩（LAS） 

調査 
回数 

年間平均値 
（mg/L） 

判 定 
調査 
回数 

年間平均値 
（mg/L） 

判 定 

桜川 

禊橋 6 < 0.00006 達成 6 0.0023 達成 

君島橋 6 < 0.00006 達成 6 0.0017 達成 

栄利橋 6 < 0.00006 達成 6 0.0010 達成 

花室川 
大池橋 6 < 0.00006 達成 6 0.0012 達成 

下広岡橋 6    0.00006 達成 6  0.0017 達成 

小野川 大井橋 6 0.00006 達成 6  0.0030 達成 

谷田川 
高丸橋 6 < 0.00006 達成 6  0.0053 達成 

丸山橋 6 < 0.00006 達成 6 0.0019 達成 

西谷田川 

角内橋 6 < 0.00006 達成 6  0.0032 達成 

新橋 6 < 0.00006 達成 6  0.0037 達成 

境松橋 6 < 0.00006 達成 6  0.0030 達成 

稲荷川 小茎橋 6 < 0.00006 達成 6  0.0018 達成 

蓮沼川 平塚橋 6 < 0.00006 達成 6  0.0024 達成 

※75％水質値：小さい方から 0.75 ×ｎ番目（ｎは調査回数) のデータ値 

※90％水質値：小さい方から 0.90 ×ｎ番目（ｎは調査回数) のデータ値 
※注 1 大腸菌数は４月、７月、10 月、１月に年４回、全亜鉛（Zn)、ノニルフェノール、直鎖ア

ルキルベンゼンスルホン酸及びその塩（LAS）は偶数月に年６回調査を実施しました。 
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図表 2-4-20 河川における環境基準【生活環境項目】 

 
水素イオン濃度

（pH） 
浮遊物質量

(SS) 
溶存酸素量 

(DO) 
大腸菌数 

生物化学的 
酸素要求量

(BOD) 

Ａ類型 
6.5以上 
8.5以下 

25mg/L以下 
7.5mg/L 
以上 

300CFU/100mL
以下 

2mg/L 以下 

Ｂ類型 
6.5以上 
8.5以下 

25mg/L以下 5mg/L 以上 
1000CFU/100mL

以下 
3mg/L 以下 

 

 
全亜鉛(Zn) ノニルフェノール 

直鎖アルキルベンゼンス
ルホン酸及びその塩(LAS) 

生物Ｂ類型 0.03mg/L以下 0.002mg/L 以下 0.05mg/L以下 
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(ｲ) 公共用水域（調整池等）水質調査 

◇調査概要 

化学物質を使用する工場・事業場が集積する工業団地の調整池等８地点における状況を

把握するため、市独自の調査として、年２回（農薬系４項目は年１回）の水質調査を実施

しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-4-21 調整池等水質測定地点図 

① 北部工業団地 調整池 ⑤ 
東光台研究団地 東光台運動公園
調整池 

② テクノパーク豊里 台山調整池 ⑥ 西部工業団地 調整池 

③ テクノパーク豊里 大崎調整池 ⑦ テクノパーク大穂 調整池 

④ 
東光台研究団地 蜂ノ巣公園調整
池 

⑧ みどりの工業団地 排水溝 

 

◇調査結果 

調査結果は図表 2-4-22から図表 2-4-24までに示すとおりです。 

本市に存在する調整池等には、その規模等から環境基準が定められていないため、【健

康項目】は公共用水域に一律に定められた環境基準を参考に評価し、【生活環境項目】は、

調整池等が接続する河川の水域類型を参考に、同等の水域類型の環境基準を当てはめて評

価しました（参考評価値）。【健康項目】は全ての項目で参考評価基準を達成していました。

【生活環境項目】は一部の項目で基準を達成していませんでした。 
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図表 2-4-22 公共用水域（調整池等）水質調査結果【健康項目】 
調査 
地点 
 
 

調査 
項目 

北部工業団地
調整池 

テクノパーク
豊里台山 
調整池 

テクノパーク
豊里大崎 
調整池 

東光台研究団
地蜂ノ巣公園

調整池 

東光台研究団
地東光台運動
公園調整池 

西部工業団地
調整池 

テクノパーク
大穂調整池 

みどりの工業
団地排水溝 参考評 

価値 
(mg/L) 水質評価

値注 2 
(mg/L) 

判 
定 

水質 
評価値 
(mg/L) 

判 
定 

水質 
評価値 
(mg/L) 

判 
定 

水質 
評価値 
(mg/L) 

判 
定 

水質 
評価値 
(mg/L) 

判 
定 

水質 
評価値 
(mg/L) 

判 
定 

水質 
評価値 
(mg/L) 

判 
定 

水質 
評価値 
(mg/L) 

判 
定 

カドミ
ウム 

< 0.0003 
達
成 < 0.0003 

達
成 < 0.0003 

達
成 < 0.0003 

達
成 < 0.0003 

達
成 < 0.0003 

達
成 < 0.0003 

達
成 < 0.0003 

達
成 0.003 

全シア
ン 

不検出 
達
成 不検出 

達
成 不検出 

達
成 不検出 

達
成 不検出 

達
成 不検出 

達
成 不検出 

達
成 不検出 

達
成 

検出さ
れない
こと 

鉛 < 0.001 
達
成 < 0.001 

達
成 < 0.001 

達
成  0.0015 

達
成 < 0.001 

達
成 < 0.001 

達
成 < 0.001 

達
成 < 0.001 

達
成 0.01 

六価ク
ロム 

< 0.002 達
成 

< 0.002 達
成 

< 0.002 達
成 

< 0.002 達
成 

< 0.002 達
成 

< 0.002 達
成 

< 0.002 達
成 

< 0.002 達
成 

0.02 

砒素 < 0.001 
達
成 < 0.001 

達
成 < 0.001 

達
成 < 0.001 

達
成 < 0.001 

達
成 < 0.001 

達
成 < 0.001 

達
成  0.001 

達
成 0.01 

総水銀 < 0.0005 達
成 

< 0.0005 達
成 

< 0.0005 達
成 

< 0.0005 達
成 

< 0.0005 達
成 

< 0.0005 達
成 

< 0.0005 達
成 

< 0.0005 達
成 

0.0005 

ＰＣＢ 不検出 
達
成 不検出 

達
成 不検出 

達
成 不検出 

達
成 不検出 

達
成 不検出 

達
成 不検出 

達
成 不検出 

達
成 

検出さ
れない
こと 

ジクロ
ロメタ
ン 

< 0.002 達
成 

< 0.002 達
成 

< 0.002 達
成 

< 0.002 達
成 

< 0.002 達
成 

< 0.002 達
成 

< 0.002 達
成 

< 0.002 達
成 

0.02 

四塩化
炭素 

< 0.0002 達
成 

< 0.0002 達
成 

< 0.0002 達
成 

< 0.0002 達
成 

< 0.0002 達
成 

< 0.0002 達
成 

< 0.0002 達
成 

< 0.0002 達
成 

0.002 

1,2- ジ
クロロ
エタン 

< 0.0004 達
成 

< 0.0004 達
成 

< 0.0004 達
成 

< 0.0004 達
成 

< 0.0004 達
成 

< 0.0004 達
成 

< 0.0004 達
成 

< 0.0004 達
成 

0.004 

1,1- ジ
クロロ
エチレ
ン 

< 0.01 達
成 

< 0.01 達
成 

< 0.01 達
成 

< 0.01 達
成 

< 0.01 達
成 

< 0.01 達
成 

< 0.01 達
成 

< 0.01 達
成 

0.1 

シス-
1,2- ジ
クロロ 
エチレ
ン 

< 0.004 達
成 

< 0.004 達
成 

< 0.004 達
成 

< 0.004 達
成 

< 0.004 達
成 

< 0.004 達
成 

< 0.004 達
成 

< 0.004 達
成 

0.04 

1,1,1- 
トリク
ロロエ
タン 

< 0.0005 達
成 

< 0.0005 達
成 

< 0.0005 達
成 

< 0.0005 達
成 

< 0.0005 達
成 

< 0.0005 達
成 

< 0.0005 達
成 

< 0.0005 達
成 

1 

1,1,2- 
トリク
ロロエ
タン 

< 0.0006 
達
成 < 0.0006 

達
成 < 0.0006 

達
成 < 0.0006 

達
成 < 0.0006 

達
成 < 0.0006 

達
成 < 0.0006 

達
成 < 0.0006 

達
成 0.006 

トリク
ロロエ
チレン 

< 0.001 
達
成 < 0.001 

達
成 < 0.001 

達
成 < 0.001 

達
成 < 0.001 

達
成 < 0.001 

達
成 < 0.001 

達
成 < 0.001 

達
成 0.01 

テトラ
クロロ
エチレ
ン 

< 0.0005 
達
成 < 0.0005 

達
成 < 0.0005 

達
成 < 0.0005 

達
成 < 0.0005 

達
成 < 0.0005 

達
成 < 0.0005 

達
成 < 0.0005 

達
成 0.01 

1,3- ジ
クロロ
プロペ
ン 

< 0.0002 達
成 

< 0.0002 達
成 

< 0.0002 達
成 

< 0.0002 達
成 

< 0.0002 達
成 

< 0.0002 達
成 

< 0.0002 達
成 

< 0.0002 達
成 

0.002 

チウラ
ム 

< 0.0006 
達
成 < 0.0006 

達
成 < 0.0006 

達
成 < 0.0006 

達
成 < 0.0006 

達
成 < 0.0006 

達
成 < 0.0006 

達
成 < 0.0006 

達
成 0.006 

シマジ
ン 

< 0.0003 達
成 

< 0.0003 達
成 

< 0.0003 達
成 

< 0.0003 達
成 

< 0.0003 達
成 

< 0.0003 達
成 

< 0.0003 達
成 

< 0.0003 達
成 

0.003 

チオベ
ンカル
ブ 

< 0.002 達
成 

< 0.002 達
成 

< 0.002 達
成 

< 0.002 達
成 

< 0.002 達
成 

< 0.002 達
成 

< 0.002 達
成 

< 0.002 達
成 

0.02 

ベンゼ
ン 

< 0.001 達
成 

< 0.001 達
成 

< 0.001 達
成 

< 0.001 達
成 

< 0.001 達
成 

< 0.001 達
成 

< 0.001 達
成 

< 0.001 達
成 

0.01 

セレン < 0.002 
達
成 < 0.002 

達
成 < 0.002 

達
成 < 0.002 

達
成 < 0.002 

達
成 < 0.002 

達
成 < 0.002 

達
成 < 0.002 

達
成 0.01 
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硝酸性
窒素及
び亜硝
酸性窒
素 

1.1 
達
成 0.10 

達
成 0.13 

達
成 0.54 

達
成 0.73 

達
成 0.128 

達
成 0.045 

達
成 2.2 

達
成 10 

ふっ素 < 0.08 
達
成 < 0.08 

達
成 < 0.08 

達
成 < 0.08 

達
成 < 0.08 

達
成 < 0.08 

達
成 0.11 

達
成 0.12 

達
成 0.8 

ほう素 < 0.02 達
成 

< 0.02 達
成 

< 0.02 達
成 

< 0.02 達
成 

< 0.02 達
成 

< 0.02 達
成 

0.03 達
成 

0.02 達
成 

1 

1,4- ジ
オキサ
ン 

< 0.005 達
成 

< 0.005 達
成 

< 0.005 達
成 

< 0.005 達
成 

< 0.005 達
成 

< 0.005 達
成 

< 0.005 達
成 

< 0.005 達
成 

0.05 

注 1 健康項目の調査は各地点で５月と 11 月に年２回（農薬系４項目は５月に年１回）実施しました。 
注 2 全シアンは最高値、その他の項目については年間平均値で判定しました。 
 
 

図表 2-4-23(1) 公共用水域（調整池等）水質調査結果【生活環境項目】 

 
 

水素イオン濃
度（pH） 

化学的酸素要
求量（COD） 

浮遊物質量
（SS） 

溶存酸素量
（DO） 

大腸菌数 

調査
回数 

達 
成 
数 

判 
定 

調査
回数 

達 
成 
数 

判 
定 

調査
回数 

達 
成 
数 

判 
定 

調査
回数 

達 
成 
数 

判 
定 

調査
回数 

達 
成 
数 

判 
定 

北部工業団
地調整池 

2 2 
達 
成 

2 0 
未 
達 
成 

2 1 
未 
達 
成 

2 2 
達 
成 

2 2 
達 
成 

テク
ノパ
ーク
豊里 

台山
調整
池 

2 2 
達 
成 

2 1 
未 
達 
成 

2 1 
未 
達 
成 

2 1 
未 
達 
成 

2 - - 

大崎
調整
池 

2 2 
達 
成 

2 1 
未 
達 
成 

2 1 
未 
達 
成 

2 2 
達 
成 

2 - - 

東光
台研
究団
地 

蜂ノ巣
公園調

整池 
2 2 

達 
成 

2 1 
未 
達 
成 

2 1 
未 
達 
成 

2 2 
達 
成 

2 - - 

東光台
運動公
園調整

池 

2 2 
達 
成 

2 1 
未 
達 
成 

2 2 
達 
成 

2 2 
達 
成 

2 - - 

西部工業団
地 
調整池 

2 2 
達 
成 

2 1 
未 
達 
成 

2 1 
未 
達 
成 

2 2 
達 
成 

2 - - 

テクノパー
ク大穂調整
池 

2 1 
未 
達 
成 

2 1 
未 
達 
成 

2 2 
達 
成 

2 2 
達 
成 

2 - - 

みどりの工
業団地排水
溝 

2 2 
達 
成 

2 1 
未 
達 
成 

2 1 
未 
達 
成 

2 2 
達 
成 

2 - - 
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図表 2-4-23(2) 公共用水域（調整池等）水質調査結果【生活環境項目】 

 
 

全窒素 
（T-N） 

全燐 
（T-P） 

全亜鉛 
（Zn） 

ノニルフェノー
ル 

直鎖アルキル
ベンゼンスル
ホン酸及び 

その塩（LAS) 

調
査
回
数 

平均値 
(mg/l) 

判
定 

調
査
回
数 

平均値 
(mg/l) 

判
定 

調
査
回
数 

平均値 
(mg/l) 

判
定 

調
査
回
数 

平均値 
(mg/l) 

判
定 

調
査
回
数 

平均値 
(mg/l) 

判
定 

北部工業団
地調整池 

2 1.5 
未
達
成 

2 0.024 
未
達
成 

2 0.0095 
達
成 

2 0.00008 
達
成 

2 0.0007 
達
成 

テ
ク
ノ
パ
ー
ク
豊
里 

台山調
整池 

2 0.43 
達
成 

2 0.02 
達
成 

2 0.041 
未 
達 
成 

2 <0.00006 
達
成 

2 0.00095 
達
成 

大崎調
整池 

2 0.74 
達
成 

2 0.041 
達
成 

2 0.054 
未
達
成 

2 <0.00006 
達
成 

2 0.0007 
達
成 

東
光
台
研
究
団
地 

蜂ノ巣公

園調整池 2 1.1 
未
達
成 

2 0.071 
達
成 

2 0.015 
達
成 

2 <0.00006 
達
成 

2 0.033 
達
成 

東光台運
動公園調

整池 
2 1.0 

達
成 

2 0.034 
達
成 

2 0.005 
達
成 

2 <0.00006 
達
成 

2 0.0007 
達
成 

西部工業団地

調整池 
2 0.68 

達
成 

2 0.037 
達
成 

2 0.0085 
達
成 

2 <0.00006 
達
成 

2 0.0009 
達
成 

テクノパーク

大穂調整池 
2 0.41 

達
成 

2 0.012 
達
成 

2 0.007 
達
成 

2 <0.00006 
達
成 

2 0.00065 
達
成 

みどりの工業

団地排水溝 
2 2.6 

未
達
成 

2 0.16 
未
達
成 

2 0.047 
未 
達 
成 

2 <0.00006 
達
成 

2 0.0012 
達
成 

 

図表 2-4-24 参考評価基準値【生活環境項目】 

 水素イオン濃
度（pH） 

化学的酸素要
求量（COD） 

浮遊物質量 
（SS） 

溶存酸素量 
（DO） 

大腸菌数 

Ａ類型 
6.5以上 
8.5以下 

3mg/l以下 5mg/l 以下 
7.5mg/l 
以上 

300CFU/100ml 以
下 

Ｂ類型 
6.5以上 
8.5以下 

5mg/l以下 15mg/l 以下 5mg/l 以上 - 

 

 全窒素（T-N） 全燐（T-P） 

Ⅱ類型 0.2mg/l 以下 0.01mg/l 以下 

Ⅴ類型 １mg/l 以下 0.1mg/l 以下 

 

 
全亜鉛（Zn） ノニルフェノール 

直鎖アルキルベンゼンスルホ
ン酸及びその塩（LAS) 

生物B類型 0.03mg/l 以下 0.002mg/l 以下 0.05mg/l 以下 
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(ｳ) 地下水水質調査 

◇調査概要 

本市では、以下の地下水調査を実施しています。 

○概況調査 

地下水環境基準の定められた物質について、市全体の地下水の概況を把握するた

めに、毎年異なる地点を選定して年１回調査を実施します。 

○周辺調査 

概況調査及び住民等の独自調査で汚染が発見された物質について、汚染範囲や原

因等を把握するために、汚染が発見された井戸の概ね半径 500m 内の調査を実施し

ます。 

○継続監視調査 

概況調査及び周辺調査で汚染が発見された物質について、汚染状況の経年変化を

把握するために、最も濃度の高かった井戸で、年１回継続して調査を実施します。 

○継続監視詳細調査 

継続監視調査において、３年間環境基準を満たした井戸の周辺４井戸程度につい

て、年１回調査を実施します。 

○市独自調査 

つくば市が特例市となる以前に発覚した事案に関して、年１回継続して調査を実

施します。 
 

2023 年度は、概況調査３地点、周辺調査９地点、継続監視調査 10 地点、継続監視

詳細調査 10地点、市独自調査３地区９地点で調査を行いました。 

 

◇調査結果 

概況調査は大曽根、妻木、中山の３地点で行い、全地区で環境基準を達成しました（結

果は図表 2-4-25 のとおり）。継続監視調査の 10 地点の内、８地点は環境基準を超過して

いる状態が継続していました。また、継続監視詳細調査の 10 地点の内、１地点は環境基

準を超過しました。市独自調査では、９地点中、２地点が環境基準を超過しました。 

 

図表 2-4-25 地下水概況調査結果 

調査項目 地点数 
環境基準値 
超過地点数 

環境基準値 
（mg/L 以下) 

カドミウム 3 0 0.003 

全シアン 3 0 不検出 

鉛 3 0 0.01 

六価クロム 3 0 0.02 

砒素 3 0 0.01 

総水銀 3 0 0.0005 

ＰＣＢ 3 0 不検出 

トリクロロエチレン 3 0 0.01 

テトラクロロエチレン 3 0 0.01 

1,1,1- トリクロロエタン 3 0 1 

四塩化炭素 3 0 0.002 

クロロエチレン 3 0 0.002 

ベンゼン 3 0 0.01 

ジクロロメタン 3 0 0.02 
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1,2- ジクロロエタン 3 0 0.004 

1,2- ジクロロエチレン 3 0 0.04 

1,3- ジクロロプロペン 0 - 0.002 

チウラム 0 - 0.006 

シマジン 0 - 0.003 

チオベンカルブ 0 - 0.02 

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 3 0 10 

ふっ素 3 0 0.8 

ほう素 3 0 1 

1,4- ジオキサン 3 0 0.05 

※農業系４項目は、近隣にゴルフ場が存在する地点のみ実施しました。 

 

図表 2-4-26 継続監視調査結果 

調査項目 地区 地点数 
環境基準値 
超過地点数 

環境基準値 
(mg/L 以下) 

テトラクロロエチレン 若森 1 1 0.01 

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 

上里 1 1 

10 

水守 1 0 

上岩崎 1 1 

大角豆 1 1 

上郷南部 1 1 

栗原 1 1 

砒素 
下広岡 1 1 

0.01 
真瀬 1 1 

鉛 磯部 1 0 0.01 

 

 

図表 2-4-27 継続監視詳細調査結果 

調査項目 地区 地点数 
環境基準値 
超過地点数 

環境基準値 
(mg/L 以下) 

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 
上ノ室 5 0 

10 
上郷北部 5 1 

 

 

図表 2-4-28 地下水市独自調査結果 
地区名 手子生 安食 若森 

汚染が確認された
時期 

1984年度 1992 年度 1994 年度 

汚染物質 テトラクロロエチレン テトラクロロエチレン テトラクロロエチレン 

周辺調査井戸数 3 5 1 

検出井戸数 2 2 0 

基準超過井戸数 1 1 0 

※環境基準値：テトラクロロエチレン－0.01mg/L 以下 
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(ｴ) 生活排水路浄化施設水質検査結果 

「つくば市生活排水対策推進計画」、「つくば市環境基本計画」の中で、水辺環境の保全、

生活排水対策を重要な課題と位置づけ、生活排水により汚濁が進む水路・側溝の水質を浄

化することや、身近な環境改善及び生活排水に対する意識向上などの啓発に資するため、

上菅間・佐地区２箇所の生活排水路浄化施設を設置しました。 

各浄化施設においては、定期的に流入水及び最終放流水の水質検査を行っています。

2022 年度は、図表 2-4-29 から図表 2-4-30 までのとおり浄化施設の設置効果がでていま

す。 

 

Ⅰ 名称：上菅間地区生活排水路浄化施設 

  設置場所：つくば市上菅間 

  計画流入水量：50㎥／日 

  処理方法：電気化学的高速廃水処理方式と土壌浄化方式を併用 

  竣工：2001 年３月           

図表 2-4-29 上菅間地区生活排水路浄化施設水質調査結果              

 
 

 

 

 

 

Ⅱ 名称：佐地区生活排水路浄化施設 

  設置場所：つくば市佐 

  計画流入水量：140㎥／日 

  処理方法：嫌気好気循環式生物膜吸着脱リン法・生物浄化法を併用 

  竣工：1999 年７月 
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BOD(原水) BOD(処理水)
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4月 7月 10月 1月
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N(原水) N(処理水) P(原水) P(処理水)

※BOD：生物化学的酸素要求量、COD：化学的酸素要求量、SS：浮遊物質量、 
 N：窒素、P：リン 
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図表 2-4-30 佐地区生活排水路浄化施設水質調査結果 

 
 

 

 

 

 (ｵ) 工場・事業場における水質規制 

2007年４月の特例市移行及び「茨城県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する

条例」により「水質汚濁防止法」、「湖沼水質保全特別措置法」、「茨城県生活環境の保全

等に関する条例」、「茨城県霞ヶ浦水質保全条例」これらの４種類の法令等に基づき、特

定事業場からの届出受理、立入検査、指導等を行っています。2023年度の事務処理件数

は図表 2-4-31から図表 2-4-36までのとおりです。 

 

◇届出受理件数・立入検査件数・指導等件数 

図表 2-4-31 水質汚濁防止法に関する届出（2023 年度） 

 

第 5 条 第 6条 第 7条 第 10条 第 11条 

第 1 項 
設置
届出 

第 2 項 
設置
届出 

第3項 

第 1 項 
使用 
届出 

第 2 項 
使用 
届出 

第 3 項 
使用 
届出 

構造等の 
変更届出 

氏名等 
変更届 

使用 
廃止 
届 

承継届出 

有害物質
使用特定
施設の届

出 

有害物質
貯蔵特定
施設の届

出 

件数 81 0 3 1 0 0 0 32 32 82 1 

 

  

0

5

10

15

4月 7月 10月 1月

[mg/L]

BOD(原水) BOD(処理水)

COD(原水) COD(処理水)

SS(原水) SS(処理水)

0

1

2

3

4

5

4月 7月 10月 1月

[mg/L]

N(原水) N(処理水) P(原水) P(処理水)

※BOD：生物化学的酸素要求量、COD：化学的酸素要求量、SS：浮遊物質量、 
 N：窒素、P：リン 
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図表 2-4-32 湖沼水質保全特別措置法に関する届出（2023年度） 

 

水濁法 
第 5条 
届出 

水濁法 
第 6条 
届出 

水濁法 
第 7条 
届出 

水濁法 
第 10 条 
届出 

水濁法 
第 11条 
届出 氏名等 

変更 
使用廃止 

届 

件数 

湖沼特定施設 60 0 17 18 63 1 

みなし指定地域
特定施設 

0 0 0 0 0 0 

準用指定施設 0 0 0 0 0 0 

 
湖沼法 
第15条 
届出 

湖沼法 
第16条 
届出 

湖沼法 
第17条 
第1項 
届出 

湖沼法 
第17条第2項 湖沼法 

第18条 
届出 氏名等 

変更 
使用廃止 

届 

件数 指定施設 0 0 0 0 0 0 

 

図表 2-4-33 茨城県生活環境の保全等に関する条例に関する届出（2023年度） 

 

第 37条 第 38 条 第 39条 
第 46条 

第 46条の２ 
第 49 条 

第 58 条の 2 
第 1項 

第 58
条の 7 

設置届 使用届 変更届 
水質測定 
報告書 

氏名等
変更 

使用廃止届 承継届出 設置 廃止等 

件数 2 0 0 2 2 1 0 0 0 

 

図表 2-4-34 茨城県霞ヶ浦水質保全条例に関する届出（2023年度） 

 
第 12条 第 13条 第 14 条 第 17 条 第 18条 

設置届 使用届 変更届 氏名等変更 使用廃止届 継承届出 

件数 2 0 0 3 2 0 

 

図表 2-4-35 公共用水域関係の立入検査数及び指導件数（2023年度） 

 
立入 

事業所数 
文書指導 
事業所数 

指導内容延べ件数 

処理施設の 
設置・改善 

排水の 
一時停止 

水濁法第14条 
第1項及び２項等 

その他 合計 

法令 12 6 5 0 1 3 9 

条例 2 0 0 0 0 0 0 

合計 14 7 5 0 1 3 9 

 

図表 2-4-36 地下水関係の立入検査数及び指導件数（2023年度） 

 

立入 
事業所数 

文書指導 
事業所数 

指導内容延べ件数 

施設の設
置・変更
(水濁法第
８条関係) 

特定地下
浸透水の
制限 

(水濁法第
13条の２
関係) 

構造基準
等の遵守
(水濁法第
13条の３
関係) 

定期点検
の結果の
保存 

(水濁法第
14条第５
項関係) 

地下水の
浄化 

(水濁法第
14条の３
関係) 

その他 合計 

法令 11 8 0 0 4 5 0 5 14 

条例 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

合計 11 8 0 0 4 5 0 5 14 



 

53 

 

⑥土壌汚染対策法による区域指定状況 

「土壌汚染対策法」に基づく調査の結果、土壌の汚染状態が指定基準を超過した場合は、

つくば市長が健康被害のおそれの有無に応じて「要措置区域」又は「形質変更時要届出区

域」として指定し、公示しています。 

○要措置区域  

汚染物質の人への摂取経路（地下水の飲用、土壌の直接摂取）があり、健康被害が生

じるおそれがあるため、汚染の除去等の措置が必要な区域 

○形質変更時要届出区域 

土壌の汚染状況が指定基準を超過してはいるが、汚染物質の人への摂取経路がなく、

健康被害を生じるおそれのない区域 

 

図表 2-4-37 土壌汚染対策法における区域指定状況 

 指定番号 指定年月日 所在地 
指定基準に 
適合しない 
特定有害物質 

面積 
（㎡) 

形質変更時
要届出区域 

形-1号 2012年 01 月 12日 
つくば市並木一丁目
1番の一部 

砒素(ひそ)及び 
その化合物 

111.12  

形-3号 2012年 05 月 09日 
つくば市八幡台1番
1の一部 

鉛(なまり)及び 
その化合物 

100.00  

形－9号 2020年 05 月 18日 
つくば市梅園一丁目
１番１の一部 

ふっ素及びその化
合物 

19.9 

鉛(なまり)及び 
その化合物 

21.6 

形－10号 2020年 12 月 10日 
つくば市小野川16番
１の一部 

ふっ素及びその化
合物 

116.45  

鉛(なまり)及び 
その化合物 

198.34  

形－12号 2022年 02月 03日 
つくば市和台46番の
一部 

鉛（なまり）及び
その化合物 

1,500.00 

砒素（ひそ）及び 
その化合物 

100.00 

ふっ素及びその化
合物 

100.00 

形－17号 

2023年 11 月 16日 

つくば市梅園一丁目
１番１の一部 

鉛(なまり)及び 
その化合物 

183.49 

形－18号 
つくば市梅園一丁目
１番１の一部 

鉛(なまり)及び 
その化合物 

110.01 

砒素（ひそ）及び 
その化合物 

262.34 
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図表 2-4-38 指定を解除した要措置区域 

指定番号 解除年月日 指定年月日 所在地 
面積

（㎡） 

要-2号 2013年10月01日 2013年 07月 05日 
つくば市東光台五丁目13番11 
の一部 

200.0 

要-1号 

2012年06月11日 
(一部解除) 2012年 01月 12日 

つくば市花島新田4番5の一部 
及び上萱丸217番の一部 

394.5 

2014年06月11日 つくば市花島新田4番5の一部 100.0 

要-3号 2015年04月08日 2014年 07月 15日 つくば市北原10番の一部 600.0 

要-4号 2022年10月05日 2022年 04月 26日 
つくば市緑ケ原一丁目２番２の
一部 

27.18 

要-5号 2023年04月28日 2023年 01月 30日 
つくば市みどりの南21番１の一
部 

716.65 

 

図表 2-4-39 指定を解除した形質変更時要届出区域 

指定番号 解除年月日 指定年月日 所在地 
面積

（㎡） 

形-2号 2012年06月11日 2012年 01月 12 日 
つくば市花島新田4番5の一部 
及び上萱丸217番の一部 

142.5 

形-4号 2015年04月08日 2014年07月15日 つくば市北原 10番の一部 100.0 

形-6号 2017年01月20日 2016年09月20日 
つくば市天宝喜757番の一部 
及び750番1の一部 

356.9 

形-5号 2019年04月24日 2014年12月18日 

つくば市水守2302番の一部、
2303番の一部、2304番1の一
部、2304番2の一部、2305番
の一部、2312番の一部及び上
沢1番1の一部 

793.06 

形-7号 2020年04月20日 2019年08月20日 
つくば市上沢１番１の一部及び
水守2319番の一部 

200.0 

形-8号 2020年06月19日 2020年05月08日 
つくば市天久保二丁目１番９の
一部 

100.0 

形-11号 2021年06月08日 2021年03月01日 つくば市御幸が丘34番の一部 100.0 

形-12号 
2022年10月05日 
（一部解除） 

2022年02月03日 つくば市和台46番の一部 400.0 

形-13号 2022年12月22日 2022年09月12日 つくば市和台27番の一部 100.0 

形-15号 2023年04月28日 2023年01月30日 
つくば市みどりの南21番２の一
部及び21番３の一部 

1,000.0 

形-14号 2023年06月01日 2023年01月16日 
つくば市大穂２番15の一部及び
２番16の一部 

200.0 

形-16号 2023年09月25日 2023年05月08日 
つくば市西大井字上野1734番24
の一部 

99.9 

 2024 年３月 31日時点 
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⑦土壌汚染調査報告 

土壌汚染対策法に基づき、土地の所有者等は、以下に掲げる４点を契機に土壌の汚染に

ついて調査し、その結果を報告する義務が生じます。 

○有害物質使用特定施設の使用の廃止時（法第３条第１項） 

○法第３条第１項ただし書の確認を受け、調査義務の一時的免除を受けた土地において

900 平方メートル以上の土地の形質の変更の届出後に都道府県知事等が発令する調

査命令を受けたとき（法第３条第７項、第８項） 

○3,000平方メートル以上の土地の形質変更（現に有害物質使用特定施設が設置されて 

いる工場又は事業場の敷地等における形質の変更の場合は 900 平方メートル以上）の

届出の際に、土壌汚染のおそれがあると都道府県知事等が認める時（法第４条第１項、

第３項） 

○土壌汚染により健康被害が生ずるおそれがあると都道府県知事等が認める時（法第５ 

条） 

この他、自主調査等で土壌汚染が確認された場合には、土壌汚染対策法第 14条第１ 

項に基づき、区域の指定を任意に申請することができます。 

図表 2-4-40に土壌汚染対策法に基づく土壌調査報告等の件数を示します。 

 

図表 2-4-40 土壌汚染対策法における報告等件数（単位：件） 

年度 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 

第3条第1項に係る調査結果報告 6 2 1 4 2  2 2 1 

第3条第8項に係る調査結果報告 - - - 5 9 9 10 11 

第4条に係る調査結果報告 0 0 5 8 4 4 9 4 

第5条に係る調査結果報告 0 0 0 0 0 0 0 0 

第14条に係る申請 0 0 1 0 0 0 1 0 
 

 

⑧地盤沈下対策の概要 

地盤沈下は、地下水の過剰な採取によってその水位が低下し、粘土層が収縮することに

よって生じます。 

茨城県では、地盤沈下の防止や地下水保全の観点から、「茨城県生活環境の保全等に関

する条例」及び「茨城県地下水の採取の適正化に関する条例」に基づき、一定規模以上の

揚水機を設置する場合は、届出や許可の取得を義務づけるなど、規制を行い地盤沈下防止

を図っています。また、本市では、工業団地等に立地する工場や研究所と締結している公

害防止協定において、地下水の揚水を原則禁止することにより、地盤沈下の防止に努めて

います。 

 

⑨土砂等による土地の埋立て、盛土及び堆積 

悪質な埋立て等による土壌汚染を防止し、良好な生活環境を確保することのほか、災害

防止を図るため「つくば市土砂等の埋立て等の規制に関する条例」に基づき指導・監督を

しています。 

また、2016年３月に本条例を改正（2016年７月１日施行）し、埋立て等の許可申請が不

要となる事業区域面積下限値（500 ㎡未満）を撤廃するとともに、pH 値の基準（pH4.0 以

上 9.0未満）を設け、規制を強化しました。 
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図表 2-4-41 土砂等による土地の埋立て等の許可申請数 

年
度 

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 

許可申

請件数 
9 3 1 0 9 5 3 9 4 

 
10 4 

 

(6) 上下水道の維持・管理 

①公共下水道の普及状況 

霞ヶ浦常南・小貝川東部流域下水道関連の公共下水道及び特定環境保全公共下水道によ

る公共下水道の整備を実施しています。 

下水道普及率は、2023 年度末には 86.3％になりました。しかし、下水道が整備されて

いる地域においても、接続がなされてない場合があります。汚濁の高い排水により水質の

悪化を引き起こしてしまうため、下水道普及率の向上に努めています。 

 

図表 2-4-42 下水道普及率の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②高度処理型合併処理浄化槽事業 

生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止し、公衆衛生の向上及び良好な生活環境の

保全を図るため、既設浄化槽の適正な維持管理に向けた各種啓発事業を実施しています。 

また、下水道認可区域外の下水道未整備地区内における高度処理型合併処理浄化槽の普

及促進のために専用住宅に当該浄化槽を設置する者に対して、設置費用の一部補助を実施

しています。なお、既存単独浄化槽については、法令上では継続使用が認められています

が、生活排水については未処理放流であることから、2006年度より撤去費用の一部補助を

実施、更に 2020 年度より霞ヶ浦流域において宅内配管の工事費用の一部補助を追加し、

高度処理型合併処理浄化槽への早期転換を推進しています。 

 

 

 

 

 

※高度処理型合併処理浄化槽 
窒素又はリン処理型－性能が、放流水の総窒素濃度が 10mg/Lを超え 20mg/L以下又は総
リン濃度が 1mg/L以下になるものです。高度窒素処理型－性能が、放流水の総窒素濃度
が 10mg/L以下になるもの。窒素及びリン処理型－性能が、放流水の BODが日間平均値
10mg/L以下、放流水の総窒素濃度が 10mg/L以下及び総リン濃度 1mg/L以下になるもの
です。 
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図表 2-4-43 合併処理浄化槽補助金交付件数の推移 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7) 有害化学物質の適正な管理 

本市では、水質汚濁防止法等に基づく事業所への立入検査時に有害物質使用事業者に

対して、使用量等の把握や記録について確認、指導を行っています。 

 一方、国においては、有害性のある化学物質について、事業者の自主的な管理の改善

を促進し、環境の保全を図るため、「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の

改善の促進に関する法律（ＰＲＴＲ法）を制定し、多くの化学物質の排出量などの情報

を公開することによって、社会全体による化学物質の管理を推進しています。 

具体的には、人の健康や生態系に有害なおそれのある化学物質が、事業所から環境

（大気、水、土壌）へ排出される量及び廃棄物に含まれて事業所外へ移動する量を、事

業者が自ら把握し都道府県を経由し国に届出を行い、国は届出データや推計に基づき、

排出量・移動量を集計し、公表する制度です。 

本市では、市内の化学物質の移動量を市民が容易に把握できるように、ホームページ

にＰＲＴＲ法に関する情報を掲載しています。 

 

(8) 放射線対策 

2012 年度から公共施設の調査・除染を実施するとともに、2013 年度には通学路の調査

及び民有地（住宅地）の調査・除染を実施し、除染実施計画に基づく除染作業は全て完了

しました。 

2013年度に実施した第３回汚染状況調査により「市内全域において年間追加被ばく線量

１ミリシーベルト以下（面的に毎時 0.23 マイクロシーベルト未満）とする」除染実施計

画の目標を達成したことを確認し、環境省より「除染措置完了市町村」の認定を受けてい

ます。 

なお、本市では市民の安心確保のため、小学校等の公共施設の敷地内定点において、空

間放射線量率の測定を実施しています。令和５年度においても毎時 0.23 マイクロシーベ

ルトを下回っていることを確認しました。 
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図表 2-4-44 市内の公共施設における空間放射線量率 

年度 空間放射線量率（マイクロシーベルト/時） 

平均値 最大値 最小値 

地表 

0㎝ 

地表

50㎝ 

地表

100㎝ 

地表 

0㎝ 

地表

50㎝ 

地表

100㎝ 

地表 

0㎝ 

地表

50㎝ 

地表

100㎝ 

2021 0.07 0.07 0.08 0.12 0.12 0.10 0.04 0.04 0.04 

2022 0.07 0.07 0.07 0.12 0.11 0.11 0.04 0.04 0.04 

2023 0.08 0.07 0.07 0.13 0.14 0.11 0.04 0.04 0.04 

※2023年度実施施設 

【除染実施区域内 小学校・中学校・保育所】 5箇所 

茎崎第一小学校、茎崎第二小学校、高崎中学校、高見原保育所、城山保育所 

2カ月に 1回（奇数月） 

【除染実施区域内 公園・スポーツ施設】 4箇所 

ファミリースポーツ公園、あしび野多目的広場、高見原ソフトボール場、高崎サッカー場 

2カ月に 1回（偶数月） 

【除染実施区域外 小学校等】 33箇所  

上記以外の小学校等 

6カ月に 1回（5月、11月） 
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基本目標５ 市民一人ひとりが環境を考え、行動する 

(1) 概況 

持続可能な社会を作っていくためには、市のみならず、市民、事業者が環境保全活動に

取り組むことが必要です。そのため、環境についての理解を深め、取組を進めることがで

きるように様々な環境教育を推進しています。 

具体的な取組としては、小中学校での「つくばスタイル科」における次世代カリキュラ

ムの実践や料理を「作りすぎない」「捨てない」「流さない」をキーワードに調理実習を行

う「エコ・クッキング事業」などが挙げられます。その他の取組内容に関しては、つくば

市ホームページを御覧ください。 

 

(2) 全体の総括 

６割の施策について、概ね目標どおり達成しました。特に、大人向けの環境講座イベン

トの実施回数やエコ・クッキング事業実施回数等の指標は目標を超える結果となりました。 

 

◎計画の成果を測る評価指標 

※１：アンケート調査(５年に１度程度実施)の「環境配慮物品購入状況」 

※２：アンケート調査(５年に１度程度実施)の「様々な環境配慮行動」 

 

施策の柱 5-1 持続可能なライフスタイルの推進 

事業概要・計画 評価指標 達成状況（目標

値） 
担当課 

民間事業者や他部署等

と連携した自然観察講

座やエコ・クッキング事

業などの大人向け環境

教育講座の実施。 

大人向けの環境講座

イベントの実施回数 

５回(２回) 環境政策課 

【重点施策】環境分野で

活躍する市民団体への

支援強化や、情報を広く

展開できる人材の発掘。

環境配慮製品購入時補

助の検討。 

環境教育事業の実施

回数 

６回（８回） 環境政策課 

ホームページや広報紙

等による最新の省エネ・

環境情報の提供。 

サポーターズメール

配信回数 

37回(36回) 環境政策課 

 

評価指標 計画策定時 現状値 目標(2030 年度) 

環境配慮行動を行った市

民の割合 

58％ ※１ 

（2018年度） 

－ 

 

90％ ※２ 

つくば市主催・共催の環

境啓発事業参加者数 

225人 

（2018年度） 

326人 

(2023年度) 

1,000人 
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施策の柱 5-2 将来を担う子どもたちへの環境教育 

事業概要・計画 評価指標 達成状況（目標

値） 
担当課 

地域人材、科学関連施設、

市の運営事業等と連携し

た環境学習、SDGsシール

コンテスト、スタイル科

での SDGs を意識した環

境学習、校外での自然体

験活動の実施。 

SDGs の視点を取り入

れた環境学習プログ

ラムの実施及び見直

し。 

科学出前レクチャ

ー、稚魚放流、SDGs

シール・アニメコ

ンテストの実施、

科学に関わる体験

活動の実施や GIGA

端末を活用した交

流(-) 

学び推進課 

市内小学生や環境スタイ

ルサポーターズを対象と

したエコ・クッキング事

業の実施。環境問題意識

醸成プログラムとして

「省エネドリル」を実施。 

エコ・クッキング事業 

実施回数 

22回（15回） 環境政策課 

地場産農産物の学校給食

への導入と生産者と児童

の交流機会設定による子

どもたちの地元農産物に

関する理解の促進。 

つくば市学校給食会 

栄養士部会が実施し 

ている食生活に関す 

る調査における「給食

で地場産物を使って

いる認知度」 

６月と 12月に調査

を実施。 

５年生：77％ 

８年生：80％ 

(80％以上) 

健康教育課 

環境学習イベントや自然

体験プログラム等を通じ

た学校外での子どもたち

の環境教育の推進。環境

や持続可能性に関する教

材等の作成。 

（省エネドリル）動画

の視聴回数 

1,409回（1,100回） 環境政策課 

次世代を担う子供たちと

その親世代を対象に、筑

波山の自然や恵みを実感

してもらう体験の実施。 

実施回数 ７回(７回) 

 観光推進課 

筑波ふれあいの里 参加者数 167名(200名) 

 
 
施策の柱 5-3 環境と経済の好循環 
 

事業概要・計画 評価指標 達成状況（目標

値） 
担当課 

農産物の地産地消を推進

するため、６次産業化支

援、地産地消レストラン

認定事業の実施。 

地産地消店の認定数

（累計） 

160店舗(160店舗) 農業政策課 
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学校給食における地場産

物を活用した献立作成。

地元農産物生産者による

食育授業の実施。 

学校給食における地

産地消率（市で生産・

収穫された食品数の

割合） 

15.4％(20％) 健康教育課 

 


